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平成 20 年国家Ⅱ種 専門試験 

 

［№ １］イデオロギーに関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ 普通選挙の実現によって、それまで被支配階層とされてきた多くの大衆が政治参加する大衆

民主主義が広まっていったが、オルテガ・イ・ガセットは『大衆の反逆』において、大衆は自

分自身の存在を指導することもできなければ、また指導すべきでもなく、ましてや社会を支配

統治するなど及びもつかないとして、大衆民主主義に否定的な見解を示した。 

２ Ｒ.ダールは、民主主義を選挙政治の角度から形式的・手続的にとらえた上で、人民の権力

は選挙期に限定されるべきであり一切の圧力活動は禁止されるべきだとした。一方、Ｊ.シュ

ンペーターは、ダールの民主主義論の影響を受けつつも、それにとどまらず、制度論的にも選

挙以外の参加民主主義的要素をより重視した。 

３ 我が国においては、急速な近代化を目指す政府がその保護の下で諸企業を発展させてきたた

め、政府が民間の経済活動を放任する経済的自由主義を意図的に追求するようになったのは、

第二次世界大戦後のことである。特に岸内閣では、電電公社や専売公社の民営化などの自由主

義的政策が推進された。 

４ 我が国において「55 年体制」が形成された際、共産党を除く革新勢力は社会党に結集したが、

その後、昭和 35(1960)年に社会党から離脱した議員を中心に公明党が結成されるなど、革新勢

力の多党化が見られるようになった。また、1960 年代後半から 1970 年代前半にかけては、東

京・大阪の両知事を始め革新首長が多く誕生した。 

５ ナショナリズムは、ヨーロッパにおいてドイツやイタリアの統一、オーストリア・ハンガリー

帝国の解体を導くとともに、植民地においても解放闘争の正当化原理として作用するなど、19

世紀から 20 世紀中頃にかけて国民国家の形成に大きな影響を及ぼす政治理念であった。しか

し、植民地がほぼ独立を果たした冷戦終結後は、こうした影響力を失っている。 

 

［№ ２］議会と立法過程に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ 我が国の法案作成過程においては、与党による事前審査が重要な役割を果たしてきた。自由

民主党内では、各省庁が作成した法案はいわゆる族議員の活躍の場である政務調査会の部会の

審議を経た上で、政務調査会審議会において党としての最終的な決定に付され、ここで了承さ

れない法案は国会に提出させないというのが自由民主党結党時からの慣例であった。 

２ Ｍ.モチヅキは、我が国の国会は二院制や会期制、委員会制、審議ルールをめぐる全会一致

の慣行といった要因のためにヴィスコシティ（粘着性）が高く、政府の提出する予算案や法案

が野党の抵抗によって成立しないことが少なくないと主張した。実際、第二次世界大戦後の内

閣提出法案の成立率は７割程度であり、残りの３割程度は野党によって否決されている。 

３ 第二次世界大戦後の我が国の国会は、英国型とアメリカ型の制度を採り入れた混血型の議会

という性格を持つといえるが、近年、与野党の論戦を活性化させるために導入された党首討論

の制度と、国会議員の政策形成能力を高めて議員立法を活性化させるために導入された政策担

当秘書の制度は、いずれもアメリカ議会にモデルを求めたものである。 

４ アメリカ合衆国では、大統領は教書を送るなどして自らが望む法律の制定を要請することは

できるが、法案を議会へ提出する権限は持たないので、形式的にはすべて議員立法である。ま



 2

た、大統領には議会が可決した法案への拒否権が与えられているが、上下両院は、大統領が拒

否した同一の法案について各々３分の２以上の多数で再可決すれば、これを成立させることが

できる。 

５ Ｎ.ポルスビーは、議会を「変換型議会」と「アリーナ型議会」に類型化した。前者は、社

会の要求を実質的に法律に変換する機能を果たすものであり、後者は、与野党が争点を明確に

して自らの政策の優劣を争う討論の場としての機能を果たすものである。委員会や公聴会の制

度が発達したアメリカ議会は、アリーナ型議会の典型とされている。 

 

［№ ３］政治過程の理論に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ Ｄ.トルーマンは、社会的変動の帰結として利益団体が自動的に形成されると主張した。一

方、Ｍ.オルソンは、個人は合理的に行動するため、大きな力を持ちやすい大規模集団は自動

的に形成されるが、小規模集団を形成・維持するためには、団体への強制加入若しくは団体加

入と引換えの選別的誘因が必要であるとした。 

２ Ｃ.リンドブロムは、政策決定の状況は、その政策がもたらす変化の大・小と、決定を下す

べき問題の性質に関する決定者による理解の度合の大・小との組合せで四つの類型に分けるこ

とができるとした。そして、現実の政治では変化＝小、理解＝小の状況が一般的であり、この

状況に適切な決定戦略として「漸増主義」を提唱した。 

３ 「漸増主義」とは、検討される選択肢は現在採用されているものより大きく異ならないと提

唱する伝統的意思決定モデルである。このモデルの前提である「人間の前例主義」を批判し、

これを修正するものとして提唱されたのが、決定者はすべての選択肢を列挙し、それぞれの結

果分析後に政策決定を行うとするＡ．ウィルダフスキーの「合理モデル」である。 

４ Ａ.ダウンズは、有権者は、政党や候補者が選挙で提示する政策のデータに基づいて効用所

得の期待値を合理的に計算し、比較の論理で候補者を選択するとしたモデルを提唱した。Ｋ．

アローは、ダウンズのモデルについて個人は合理的に行動することはないため、個人の合理性

を前提とした政治分析は有効性を持たないと批判した。 

５ Ｐ.シュミッターは、国家機関による認可を特に持たない複数の利益団体が各領域内で競合

しながら政治の在り方を決めていくシステムを「ネオ・コーポラティズム・システム」と呼び、

集団間の階統化が進む「多元主義」と対比した。このようなネオ・コーポラティズム・システ

ムが典型的に見られるのは、オーストリア、スウェーデンなどである。 

 

［№ ４］選挙制度に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ 一票の価値の格差を是正するために選挙区割りを変更することがあり、我が国の衆議院選挙

でも、かつての中選挙区制の時代は選挙のたびごとに選挙区割りが改定されてきた。しかし小

選挙区の区割りの改定は制度上困難であるため、小選挙区比例代表並立制の導入以降は、現在

まで小選挙区の区割りの改定は行われておらず、一票の価値の格差は拡大している。 

２ 比例代表制は、各党の獲得した得票数に応じて、各党へ議席が配分されるという仕組みであ

る。そのため、比例代表制は、各政党の得票率と議席率が大きく乖離しないことや、いわゆる

死票の発生を抑制できるなどの利点があるが、一方で、この制度で有権者が選択できるのは政

党だけであり、候補者を選ぶことができないという難点がある。 
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３ 多数代表制のうち、相対多数制は、得票数や（有効投票に占める）得票率にかかわらず、相

対的に最も多くの票を獲得した候補を当選者とする制度である。そのため、相対多数制の我が

国の首長選挙では当選者の得票率が有効投票の 10％未満という例も見られるが、こうした著し

く低い得票率での当選を避けるために、当選に必要な最低ラインを別途設けている国もある。 

４ 多数代表制のうち、絶対多数制は、有効投票の絶対多数、すなわち過半数の票を獲得した候

補を当選者とする制度である。そのため、絶対多数制の下では、過半数の票を獲得する候補が

現れるまで何度でも選挙をやり直す必要があり、例えば、フランスの下院議会の選挙では、４

～５回程度、再選挙が行われるのが通例となっている。 

５ 単記式投票とは一名の候補者に投票する方式で、連記式投票とは複数名の候補者に投票する

方式である。連記式には、議員定数と同じ数の候補者に投票する完全連記式と、議員定数より

も少ない数の候補者に投票する制限連記式がある。現在の我が国においては、国政選挙、地方

選挙を問わず、候補者に投票する選挙はすべて単記式投票である。 

 

［№ ５］福祉国家及び福祉政策に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ 社会保障政策のうち、国民の遭遇する事故や災害などによる損害の補填及び生活の保障を目

的とする公的な強制保険は、社会保険と呼ばれる。この社会保険制度を世界で初めて政策的に

導入したのは、ベヴァリッジ報告を受けた第二次世界大戦後の英国であった。 

２ 社会保障政策には、社会保険のほかに費用を政府が負担するものとして公的扶助と社会福祉

（社会扶助）とがある。公的扶助とは、行政機関によって直接行われる社会保障であり、生活

保護や老人医療費の無料化、児童手当の支給などがある。一方、社会福祉とは、行政機関が直

接には行わない社会保障であり、慈善団体や民間福祉施設に対する補助金の支出などがある。 

３ Ｈ.ウィーレンスキーは、経済水準や政治体制の類型などの要素と社会保障支出の対ＧＮＰ

比との関係を分析した。そして、長期的に見れば、その国の政治体制やエリート・イデオロギー

の類型といった要素とはほとんど関係なく、その国の経済水準が社会福祉水準を決定する根本

的原因となっていると主張した。 

４ Ｇ.エスピン＝アンデルセンは、ＧＮＰの多寡と歴史的に福祉政策の推進に前向きであった

か否か（歴史的経路依存性の有無）という二つの指標を使い、国家を四つに類型化した。そし

て、ＧＮＰの水準が高く、歴史的に福祉政策に積極的であった（歴史的経路依存性がある）英

国型の国家において、最も福祉国家化が進むとした。 

５ ケインズ主義では、経済水準は需要によって決まるとするセイの法則により、政府による福

祉支出は需要拡大効果を生み、経済規模を拡大させるものと評価される。一方の新古典派主義

では、市場では自動安定化装置が働くため福祉支出による需要拡大は不可能であり、福祉政策

は経済の安定に寄与しないとする。 
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［№ ６］行政をめぐる諸理論に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ 古典的組織論の創始者といわれるＣ.バーナードは、組織の構成員相互の意思伝達を鍵概念

として、行政官僚制だけではなく、企業や学校といった多種多様な組織にも妥当する普遍的な

組織理論の構築を目指した。組織均衡理論や権威受容説に代表される彼の組織理論は、後に、

インフォーマル組織の活動に着目する人間関係論を生み出すことになった。 

２ Ｌ.ギューリックは、行政組織は一定の科学的原理と法則に基づいて編制されるとき能率的

に運営されると考え、組織の設計に際しては、指揮命令系統を確立すること、情報の集中と管

理を図ること、ラインとスタッフの分離を図ることなどの事項に配慮すべきであり、業務の同

質性に基づく分業体制をとるべきだとした。 

３ Ｅ.メイヨーとＦ.レスリスバーガーらの研究グループは、民間企業の工場で照明実験などを

行い、作業環境が作業能率に影響していることを実証しようとした。しかし、調査の結果導き

出された結論は、作業能率の向上に最も効果があるのは作業環境を改善することではなく、勤

務成績に応じて昇給や減給を実施するなど、経済的な能率給を実施することであるというもの

だった。 

４ Ｍ.ディモックは、能率とは、ある活動への投入(input)と産出(output)の対比であるとする

機械的能率観を批判し、真の能率とは、組織活動に対する職員や消費者の満足感によって決ま

るという社会的能率観を提唱した。後に彼は、Ｆ.テイラーらとともにニューヨーク市政調査

会を設立し、市民の満足感を測定する調査手法の発展に尽くした。 

５ Ｍ.リプスキーは、学校の教師や生活保護行政のケースワーカーなど、活動の対象者と直接

に接触して職務を遂行している行政職員を「ストリート・レベルの行政職員」と呼び、こうし

た現場職員は、各々の専門的な知識や経験に基づいて独立して執務するべきであるが、実際に

は、上司からの過剰な指揮監督によって裁量の余地がなくなっていると批判した。 

 

［№ ７］行政活動への市民参加に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ 我が国の行政手続法には、規制制定に当たっての事前手続は定められていないが、平成

11(1999)年３月に閣議決定された「規制の設定又は改廃に係る意見提出手続」に基づき、各省

庁が規制を伴う政令、省令等を制定する際には意見の募集が行われている。この制度は、「パ

ブリック・コメント手続」と呼ばれている。 

２ オンブズマンは、主に議会に設置され、行政機関又は行政官・行政職員の決定又は行動が権

力の濫用や不当な権利侵害に当たるとする市民の苦情を受け付け、それについて職権調査や是

正措置の勧告を行い、議会に報告する権限を有する。この制度は第二次世界大戦後の英国で生

まれ、1960 年代以降、北欧諸国、英国連邦諸国、アメリカ合衆国諸州へと急速に普及したが、

我が国では地方自治体も含めていまだ導入には至っていない。 

３ 「脱福祉国家」、「小さな政府」という新保守主義の潮流を背景に、市民と行政の関係につい

ても新しい関係が見られるようになっており、近年ではボランティア、ＮＧＯ、ＮＰＯなどが

公共システムの一部として注目されている。我が国では、これらの市民の自由な社会貢献活動

を促進するため、平成 10(1998)年に簡易な手続で法人格を付与することなどを目的とした特定

非営利活動促進法が施行された。 

４ 政府の広報・広聴活動は各省庁においても行われているが、内閣府が政府全体の立場から政
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府の重要施策について各省庁との連携を図りつつ、各種の媒体を活用した政府広報を行うとと

もに、政府施策に対する国民の意見、要望を把握するための広聴活動を実施している。細川内

閣が始めた「タウンミーティング」はその一例である。 

５ Ｃ.ギルバートは、行政統制(行政責任)を内在的‐外在的、公式‐非公式という二つの軸の

交差から分類した。そのうち外在的・非公式な統制については、利益集団による事実上の圧力

やマス・メディアによる報道がこれに該当するとしたが、情報公開請求による統制はこのタイ

プの統制には該当しないとされている。 

 

［№ ８］予算及び決算に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ 予算作成過程は、原則として新しい会計年度が始まる以前に完了しなければならない。国会

の審議状況から判断して、予算がそれまでに成立しそうにないという状況に立ち至った場合に

は、行政府によって経常経費や公共事業要などを組み込んだ補正予算が作成される。 

２ 予算編成過程において、財務省主計局主計官は、各省庁から提出された予算要求書を査定し

た後、主計局局議において、各省庁の要求を査定側に立って説明し、局長・次長・総括主計官

等は各省庁を擁護する立場に立ってヒアリングを行い、財務省原案作成のための調整が図られ

る。この調整を経た財務省原案がそのまま閣議決定され、政府の予算案となる。 

３ アメリカ合衆国は、現在、予算編成手法として企画計画予算編成方式(ＰＰＢＳ)を適用して

いる。これは政策の基本的目的を明確にし、産出指標として客観化するとともに、目的達成計

画を構成する事業の代替案を、費用・便益分析などのシステム分析によって明確にするもので、

あり、ＰＰＢＳを実施するため、1980 年代に財務省から予算局が分離され、行政管理予算局が

創設された。 

４ 会計検査院が会計検査を行う際の規準は、施策若しくは事業の目的が十分達成されているか

という「有効性」の規準が伝統的に大きい比重を占めていたが、近年の行政改革等により効率

的で信頼性の高い行財政の執行が求められていることから、「経済性」「効率性」「合規性」と

呼ばれる三規準に移行してきている。 

５ 決算過程では、各省庁の報告に基づき財務大臣が歳入歳出の決算を作成して内閣から会計検

査院に送付し、会計検査院はこの決算を検査して検査報告を作成する。決算と検査報告はとも

に国会に送られて国会で審議されるが、仮に国会が決算を承認しないとしても、それによって

予算執行の効力が左右されることはない。 
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［№ ９］情報管理に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律により、行政機関による個人情報の保有は

法令の定める所掌事務を遂行するため必要な場合に限り許容されており、利用目的の達成に必

要な範囲を超えた保有は禁止されている。この利用目的について、同法は「できる限り特定し

なければならない」としているが、変更前の利用目的と相当の関連性を有すると合理的に認め

られる範囲であれば、目的を変更することも可能である。 

２ 現在、我が国におけるすべての市区町村の住民基本台帳は、住民基本台帳ネットワークで結

ばれている。このシステムの導入によって、住民票の広域交付が可能になるなど住民基本台帳

事務等の効率化・利便化がもたらされ、例えばパスポートを申請する場合では、従来必要とさ

れていた住民票の写しが不要となり、平成 19(2007)年度からは電子申請システムが開始された。 

３ 情報公開請求に対して、行政機関は、行政機関の保有する情報の公開に関する法律第５条に

列挙されている不開示情報が記録されている行政文書を開示することはできないが、これらの

不開示情報が記録されていない場合、当該行政文書を開示する義務がある。このような開示・

不開示についての決定は、開示請求があった日から３か月以内にしなければならないとされて

いる。 

４ 官僚制組織のヒエラルヒー構造は上下双方向に機能しており、下降方向の情報流と上昇方向

の情報流の複雑な絡み合いの中で意思決定を行っている。我が国の行政機関に特徴的な意思決

定方式といわれる稟議制は、最高管理者が発案し決定した政策や行動方針が中間管理者たちを

経由して行き、最終的な執行命令が組織の末端に伝達されることによって執行活動に変換され

るという、決裁型の意思決定の典型である。 

５ 国や地方公共団体では、社会事象の変動の探知を目的にして各種の調査・統計を作成してい

る。平成 19(2007)年に公布された新しい統計法では、このうち比較的重要な調査統計を、指定

統計、承認統計、届出統計の三種に分類し、その中でも指定統計を最も重要なものと位置付け

てすべて国の直轄で実施することを定めているほか、国民にも調査への協力を義務付けている。 

 

［№ 10］地方自治に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ 連邦制国家においては、連邦を構成している州等がそれぞれに主権と憲法を持つ国家という

べき存在であり、これらの州等が主権の一部を連邦政府に季譲するという形をとっている。

よって、連邦制国家である英国、アメリカ合衆国などのアングロ・サクソン系諸国は、ドイツ

やフランスなどの単一主権国家に比べ、中央政府(連邦政府)の権限は弱いといえる。 

２ 一般に、アングロ・サクソン系諸国では、自治体の事務権限を定める法律に、自治体が実施

できる事務、行使できる権限を個別具体的に列挙しており、これを制限列挙方式と呼んでいる。

また、自治体へ明示的に授権されていない事務権限については、原則として、国の各省庁がそ

の執行を自治体の長に委任して執行させる方式をとることとしている。 

３ 一般に、ヨーロッパ大陸系諸国では、自治体の事務権限が広範囲に及ぶため、自治体にはそ

れを処理するのに十分な行財政能力が求められる。そのため、例えば、大陸系のフランスの市

町村は、自治体の事務権限が比較的狭いアングロ・サクソン系の英国の市町村に比べると、平

均的な面積や人口において規模が大きくなっている。 

４ 19 世紀のアメリカ合衆国では、州政府と大都市政府の支配政党が異なるような場合に、州議
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会が大都市政府の自治権を抑圧する特別法を制定するといった事態が生じた。そこで、州憲法

を改正して特定の地方政府のみを対象にした特別法の制定を制限又は禁止する条項を設けた

り、ついには州憲法上に地方自治の制度保障について定めた条項を設けたりして、州議会の立

法権を制約するよう、になった。 

５ 第二次世界大戦後来日したシャープ使節団は、国税と都道府県税、市町村税の税源を明確化

することを求めた。その結果、消費課税と企業への所得課税は国税、個人への所得課税は都道

府県税、資産課税は市町村税という明確な区分が定められて今日に至っているが、国は、都道

府県や市町村が課す税について標準税率を定めるなど、厳しい統制を続けている。 

 

［№ 11］職業選択の自由に関するア～オの記述のうち、判例に照らし、妥当なもののみをすべて挙げ

ているのはどれか。 

ア 憲法第 22 条第１項は、狭義における職業選択の自由のみならず、職業活動の自由の保障を

も包含しているものと解すべきであるが、職業の自由は、いわゆる精神的自由に比較して、公

権力による規制の要請が強く、憲法第 22 条第１項が「公共の福祉に反しない限り」という留

保のもとに職業選択の自由を認めたのも、特にこの点を強調する趣旨に出たものと考えられる。 

イ 職業の許可制による規制は、職業の自由に対する強力な制限であるから、その合憲性を肯定

するためには、原則として、重要な公共の利益のために必要かつ合理的な措置であることを要

し、租税の適正かつ確実な賦課徴収を図るという国家の財政目的のために、特定の職業につい

て職業の許可制をとることは憲法第 22 条第１項に反し、許されない。 

ウ 小売商業調整特別措置法による小売市場の許可規制は、国が社会経済の調和的発展を企図す

るという観点から中小企業保護政策の一方策としてとった措置ということができ、その目的に

おいて一応の合理性を認めることができないわけではなく、また、その規制の手段・態様にお

いても、それが著しく不合理であることが明白であるとは認められず、憲法第 22 条第１項に

反しない。 

エ 薬局の設置場所が配置の適正を欠き、その偏在ないし濫立を来すに至るがごときは、不良医

薬品の供給の危険をもたらす蓋然性が高いものといえ、そのような危険を防止する措置として、

薬局の配置の適正を欠くと認められる場合には薬局開設の許可を与えないことができるとす

る薬局の適正配置規制を設けることは、国民の保健に対する危険を防止するために必要性がな

いとは認められないから、憲法第 22 条第１項に反しない。 

オ 公衆浴場法による公衆浴場の適正配置規制は、日常生活において欠くことのできない公共的

施設である公衆浴場の経営の健全と安全を確保し、もって国民の保健福祉を維持しようとする

消極的目的に出たものであるが、近年、いわゆる自家風呂の普及により、公衆浴場の新設がほ

とんどなくなったことにかんがみると、当該規制は必要かつ合理的な規制の範囲を超えるに

至ったものと認められるので、憲法第 22 条第１項に反する。 

１ ア、ウ 

２ ア、エ 

３ イ、エ 

４ イ、オ 

５ ウ、オ 
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［№ 12］財産権の保障に関するア～オの記述のうち、判例に照らし、妥当なもののみをすべて挙げて

いるのはどれか。 

ア 憲法第 29 条第１項は、「財産権は、これを侵してはならない。」と規定し、私有財産制度

を保障しているのみではなく、社会的癌済的活動の基礎をなす国民の個々の財産権につき、

これを基本的人権として保障している。 

イ 憲法第 29 条第２項は、「財産権の内容は、公共の福祉に適合するやうに、法律でこれを定

める。」と規定しており、私有地に対する個人の権利の内容を法律によらずに条例で規制す

ることは同項に違反する。 

ウ 土地収用法上の収用における損失の補償については、収用の前後を通じて被収用者の財産

価値を等しくならしめるような補償をなすべきであり、金銭をもって補償する場合には、被

収用者が近傍において被収用地と同等の代替地等を取得することを得るに足りる金額の補

償を要する。 

エ 財産権について、憲法は正当な補償に関して規定するのみで、補償の時期については規定

していないが、補償が財産の供与と交換的に同時に履行されるべきことは、憲法の保障する

ところであるといえる。 

オ ある法令が財産権の制限を認める場合に、その法令に損失補償に関する規定がないからと

いって、その制限によって損失を被った者が、当該損失を具体的に主張立証して、直接、憲

法第 29 条第３項を根拠にして補償を請求する余地が全くないとはいえない。 

１ ア、イ 

２ ア、ウ、オ 

３ ア、オ 

４ イ、ウ、エ 

５ ウ、エ 

 

［№ 13］公務員の人権に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。 

ア 国家公務員が選挙権の行使以外の政治的行為を行うことはすべて禁止されており、単に政党

の党員になることも禁止されている。 

イ 行政の中立的運営が確保され、これに対する国民の信頼が維持されることは、憲法の要請に

かなうものであり、公務員の政治的中立性が維持されることは、国民全体の重要な利益にはか

ならないというべきであるから、政治的中立性を損なうおそれのある公務員の政治的行為を禁

止することは、合理的で必要やむを得ない限度にとどまるものである限り、憲法の許容すると

ころであるとするのが判例である。 

ウ 憲法第 21 条第１項の表現の自由の保障は裁判官にも及ぶが、憲法上の特別な地位にある裁

判官の表現の自由に対する制約は、合理的で必要やむを得ない限度にとどまるものである限り

憲法の許容するところであり、裁判官に対して積極的な政治運動を禁止することは、禁止の目

的が正当であって、目的と禁止との間に合理的関連性があり、禁止によって得られる利益と失

われる利益との均衡を失するものでないなら、憲法第 21 条第１項に違反しないとするのが判

例である。 

エ 勤労者に保障されている労働基本権のうち、団結権はすべての公務員に認められているが、
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団体交渉権は現業の国家公務員にのみ認められている。 

オ 公務員の争議行為を一律かつ全面的に制限することは許されないとしつつ、法律の規定は、

可能なかぎり、憲法の精神に即し、これと調和しうるように合理的に解釈されるべきものであ

るという観点から、公務員の争議権を制限する法律の規定を合憲的に限定解釈して、憲法に違

反しないとするのが判例である。 

１ ア、ウ、オ 

２ ア、エ 

３ イ、ウ 

４ イ、エ、オ 

５ エ、オ 

 

［№ 14］財政に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。 

ア 国の財政に対する国会の監督の実効性を確保するため、日本国憲法は、内閣は国会に対し、

少なくとも四半期ごとに、国の財政状況について報告しなければならないと定めている。 

イ 日本国憲法は、国費の支出は国会の議決に基づかなければならないと定めているが、国が債

務を負担することについてはそのような定めをしていない。 

ウ 内閣の作成した予算は、国会の審議を受け議決を経なければならないが、参議院が衆議院の

可決した予算を受け取った後、国会休会中の期間を除いて 30 日以内に議決しないときは、衆

議院の議決が国会の議決とされる。 

エ 予見し難い予算の不足に充てるため予備費の制度が設けられているが、いわゆる財政民主主

義の原則から、日本国憲法は、予備費の支出について、事前に国会の承諾を得なければならな

いと定めている。 

オ 日本国憲法は、あらたに租税を課し又は現行の租税を変更するには、法律又は法律の定める

条件によることを必要とすると定めているが、納税義務者、課税標準、徴税の手続はすべて法

律に基づいて定めなければならないと同時に法律に基づいて定めるところにまかせられてい

るとするのが判例である。 

１ ア、エ 

２ ア、オ 

３ イ、ウ 

４ イ、エ 

５ ウ、オ 
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［№ 15］地方自治に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。た

だし、争いのあるものは判例の見解による。 

ア 憲法第 31 条は、必ずしも刑罰がすべて法律そのもので定められなければならないとするも

のではなく、法律の授権によって下位の法令にて定めることもでき、とりわけ条例は、公選の

議員をもって組織する地方公共団体の議会の議決を経て制定される自治立法であるから、法律

による授権の内容が一般的であり特定できないものであっても、刑罰を規定して差し支えない。 

イ 一の地方公共団体のみに適用される特別法が国会において可決された場合には、地方自治法

で定めるところにより当該地方公共団体の住民の投票に付し、その過半数の同意を得たときに、

さきの国会の議決が確定して法律となる。 

ウ 憲法が各地方公共団体に条例制定権を認めているからといって、地域によって取締りにおけ

る差別が生じることを容認しているとまではいえず、地方公共団体が同一の取締事項について

各別に条例を制定し、実際上の取扱いにおいて差別を生ずることになった場合には、憲法第 14

条に違反する。 

エ 憲法第 93 条第２項は、我が国に在留する外国人に対して、地方公共団体における選挙の権

利を保障したものではないが、当該外国人のうちでも永住者等であっそその居住する区域の地

方公共団体と特段に緊密な関係を持つに至ったと認められるものについては、その意思を日常

生活に密接な関連を有する地方公共団体の公共的事務の処理に反映させるべく、法律をもって

地方公共団体の長又は議会の議員等に対する選挙権を付与する必要がある。 

オ 憲法第 93 条第２項の「地方公共団体」と言い得るためには、事実上住民が経済的文化的に

密接な共同生活を営み、共同体意識を持っているという社会的基盤が存在し、沿革的にみても、

また現実の行政の上においても、相当程度の自主立法権・自主行政権、自主財政権等の地方自

治の基本的権能を付与された地域団体であることが要求される。 

１ ア、ウ 

２ ア、エ 

３ イ、エ、 

４ イ、オ 

５ ウ、オ 

（参考）日本国憲法 

第 93 条 地方公共団体には、法律の定めるところにより、その議事機関として議会を設置する。 

② 地方公共団体の長、その議会の議員及び法律の定めるその他の吏員は、その地方公共団体の

住民が、直接これを選挙する。 

 

［№ 16］行政行為の効力に関するア～エの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれ

か。 

ア 行政行為の効力として、公定力や執行力等の特別な効力が認められているが、これらの効

力は、すべての行政行為に一律に付与されるわけではなく、行政行為の中には、一定の効力

を持たないものがある。 

イ 行政行為の効力に関し、行政処分は、たとえ違法であっても、その違法が重大かつ明白で

当該処分を当然無効ならしめるものと認められる場合を除いては、適法に取り消されない限
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りその効力を有するとするのが判例である。 

ウ 行政行為には一般に不可変更力があるから、行政庁は、いったん行政行為を行った以上、

当該行政行為に取り消し得べき瑕疵があったとしても、原則として、当該行政行為を取り消

すことはできない。 

エ 義務を課す行政行為には、行政目的の早期実現を図る観点から執行力が認められており、

相手方が義務を履行しない場合には、行政行為についての法律の根拠とは別に執行力を基礎

付ける法律の根拠がなくとも、行政庁自らの判断により、その義務を強制的に実現すること

ができる。 

１ ア、イ 

２ ア、イ、エ 

３ ア、ウ、エ 

４ ウ 

５ ウ、エ 

 

［№ 17］行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「情報公開法」という。）に関するア～

エの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。 

ア 文書の開示請求に対して、不開示決定又は一部不開示決定の処分が行われた場合には、そ

の処分を不服として取消訴訟を提起することができるが、この場合に、当該処分に対する行

政不服審査法に基づく不服申立てを経ることなく、直接、取消訴訟を提起することはできな

い。 

イ 開示請求に対し、当該開示請求に係る行政文書が存在しているか否かを答えるだけで、不

開示情報を開示することとなるときは、行政機関の長はその文書の存否を明らかにしないで

文書を不開示とすることができるが、その場合、当該処分の理由を示さなければならない。 

ウ 行政文書の不開示決定又は一部不開示決定に対する不服申立てに対して、行政庁が裁決を

行う場合には、情報公開・個人情報保護審査会に諮問しなければならないため、当初の決定

を変更し、当該不服申立てに係る行政文書の全部を開示する決定をするときも、原則として、

当該審査会に諮問しなければならない。 

エ 行政機関の長は、情報公開法の適正かつ円滑な運用に資するため、行政文書を適正に管理

することとされており、行政文書の管理に関する定めを設けるだけでなく、これを一般の閲

覧に供しなければならない。 

 

１ ア、イ 

２ ア、ウ 

３ イ、ウ 

４ イ、エ 

５ ウ、エ 
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［№ 18］行政不服審査法に関するア～エの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれ

か。 

ア 行政不服審査法は、行政庁の処分に対して不服申立てをすることができる旨を定めており、

同法の適用が除外されている処分についても、すべて同法以外の法令の規定により特別の不

服申立制度を設けることを定めている。 

イ 行政不服審査法は、行政庁が同法の規定により不服申立てをすることができる処分を行う

際には、口頭で処分を行う場合を除き、不服申立てができることの教示を書面で行わなけれ

ばならないとして教示義務を定めているが、同法以外の法令の規定により不服申立てをする

ことができる処分については、教示義務を定めていない。 

ウ 行政庁の処分について審査請求が行われても当該処分の効力、処分の執行又は手続の続行

を妨げないが、処分庁の上級行政庁である審査庁は、必要があると認めるときは、審査請求

人の申立てがなくとも、職権により、当該処分の効力、処分の執行又は手続の続行を停止す

ることができる。 

エ 審査請求人は、裁決があるまでは、いつでも審査請求を取り下げることができる。 

１ ア、イ 

２ ア、エ 

３ イ 

４ ウ 

５ ウ、エ 

 

［№ 19］行政事件訴訟法における取消訴訟に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙

げているのはどれか。 

ア 処分の取消しの訴えは、処分の取消しを求めるについて法律上の利益を有する者に限り提

起することができ、当該法律上の利益を有する者には、処分の効果が期間の経過その他の理

由によりなくなった後においてもなお処分の取消しによって回復すべき法律上の利益を有

する者が含まれる。 

イ 国又は公共団体に所属する行政庁が行った処分又は裁決に対して取消訴訟を提起する場

合、処分の取消しの訴えについては当該処分をした行政庁を、裁決の取消しの訴えについて

は当該裁決をした行政庁を被告として提起しなければならない。 

ウ 裁判所は、訴訟の結果により権利を害される第三者があるときは、当事者若しくはその第

三者の申立て又は職権により、決定をもって、その第三者を訴訟に参加させることができる。 

エ 処分の取消しの訴え及び裁決の取消しの訴えにおいては、自己の法律上の利益に関係のな

い違法を理由として取消しを求めることができず、処分の取消しの訴えとその処分について

の審査請求を棄却した裁決の取消しの訴えとを提起することができる場合の裁決の取消し

の訴えにおいては、処分の違法を理由として取消しを求めることができない。 

オ 裁判所は、当事者の主張する事実について職権で証拠調べを行う必要があると認める場合

には、これを行わなければならず、さらに、裁判所は、当事者の意見をきいた上で、当事者

が主張しない事実をも探索して、判断の資料とすることもできる。 
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１ ア、イ 

２ ア、ウ、エ 

３ イ、エ 

４ イ、エ、オ 

５ ウ、オ 

 

［№ 20］国家賠償に関するア～オの記述のうち、判例に照らし、妥当なもののみをすべて挙げている

のはどれか。 

ア 裁判官の職務行為については、憲法第 76 条第３項の裁判官の独立の原則に照らし、本来

の司法権能を除いた行政的性格を持つ判断作用に限り、国家賠償法第１条第１項の適用があ

り、争訟の裁判に上訴等の訴訟法上の救済方法によって是正されるべき瑕疵が存在しても国

は損害賠償責任を負うことはない。 

イ 国会議員の立法行為又は立法不作為が、国家賠償法第１条第１項の適用上違法となるかど

うかは、国会議員の立法過程における行動が個別の国民に対して負う職務上の法的義務に違

背したかどうかの問題であって、当該立法の内容又は立法不作為の違憲性の問題とは区別さ

れるべきである。 

ウ 税務署長による所得税の更正が国家賠償法第１条第１項の適用上違法となるのは、税務署

長が資料を収集し、これに基づき課税要件事実を認定、判断する上において、職務上通常尽

くすべき注意義務を尽くすことなく漫然と更正をしたと認め得るような事情がある場合に

限られ、所得金額を過大に認定していたとしても、直ちに国家賠償法第１条第１項にいう違

法があったとの評価を受けるわけではない。 

エ 非番中の警察官が、制服制帽を着用の上で、職務行為を装い強盗殺人を犯した場合におい

て、当該警察官に職務執行の意思がなく、当該行為がもっぱら自己の利益をはかる目的で行

われたものであるときは、国又は公共団体が損害賠償責任を負うことはない。 

オ 加害行為及び加害行為者の存在は、損害賠償責任の発生の根幹となる事実であり、国又は

公共団体の公務員による一連の職務上の行為の過程において他人に被害を生ぜしめた場合

において、それが具体的にどの公務員のどのような違法行為によるものであるかを特定する

ことができないときは、国又は公共団体が損害賠償責任を負うことはない。 

１ ア、エ 

２ ア、オ 

３ イ、ウ 

４ イ、エ 

５ ウ、オ 
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［№ 21］条件及び期限に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。 

ア 条件の成就によって利益を受ける当事者が故意に条件を成就させた場合、民法第 130 条の

類推適用により、相手方は条件が成就していないものとみなすことができるとするのが判例

である。 

イ 停止条件付法律行為は、条件が成就したときからその効力を失うが、条件の成就が未定の

間は有効であり、その法律行為から生ずる相手方の利益を害することはできない。 

ウ 期限の利益は、相手方の利益の喪失を担保するならば一方的に放棄することができるが、

定期預金契約の利益は銀行と預金者の双方にあるので、銀行は利息をつけても期限前に弁済

することができないとするのが判例である。 

エ 条件成就の効果の発生時期はその成就した時以前に遡及させることができるが、期限到来

の効果は遡及させることができない。 

オ 解除条件が法律行為の時に既に成就していた場合は、その法律行為は無条件とされ、解除

条件が成就しないことが法律行為の時に既に確定していた場合は、その法律行為は無効とさ

れる。 

１ ア、イ、オ 

２ ア、ウ、エ 

３ ア、エ 

４ イ、オ 

５ ウ、エ 

（参考）民法 

（条件の成就の妨害） 

第130条 条件が成就することによって不利益を受ける当事者が故意にその条件の成就を妨げた

ときは、相手方は、その条件が成就したものとみなすことができる。 
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［№ 22］代理に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。ただし、

争いのあるものは判例の見解による。 

ア 民法第 110 条（権限外の行為の表見代理）の規定による表見代理の成立の要件となる基本

代理権に関しては、単なる公法上の行為についての代理権は基本代理権には該当しないが、

公法上の行為であっても、特定の私法上の取引行為の一環として行われる登記申請行為に関

する代理権については、基本代理権として認めることができる。 

イ 無権代理人の責任の要件と表見代理の成立の要件が共に満たされる場合において、相手方

が無権代理人の責任追及をしたときは、無権代理人は、表見代理が成立することを主張して

その責任を免れることができる。 

ウ 任意代理人が復代理人を選任した場合には、本人の指名により選任したときに限り、復代

理人の選任及び監督について責任を負う。 

エ 無権代理人が死亡し本人が無権代理人を相続しても、無権代理行為は当然に有効となるも

のではないが、本人が死亡し無権代理人が単独で本人の地位を相続したときは、本人自ら法

律行為をしたのと同一の地位を生じ、当該無権代理行為は有効となる。 

オ 制限行為能力者であっても、代理人となることができるが、代理人として選任された後に、

破産手続開始の決定を受けた場合には、その代理権は消滅する。 

１ ア、イ、ウ 

２ ア、ウ、エ 

３ ア、エ、オ 

４ イ、ウ、オ 

５ イ、エ、オ 

 

［№ 23］共有に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。ただし、

争いのあるものは判例の見解による。 

ア 共有物である土地を不法に占有する者に対して、各共有者は、単独で、その共有物全部の

返還を請求することができる。 

イ 共有物である土地を不法に占有する者に対して、各共有者は、単独で、各自の共有持分の

割合に応じた額を限度として損害賠償を請求することができる。 

ウ ある土地の共有者の一人が相続人なくして死亡した場合、その持分は国庫に帰属する。 

エ 共有物である建物の賃借人が賃料の支払を遅滞したときは、各共有者は、単独で、賃貸借

契約を解除することができる。 

オ 共有物である土地を５年間分割しない旨の共有者間の合意は、登記をしていなくても、そ

の後に共有持分を譲り受けた者に対抗することができる。 

１ ア、イ 

２ ア、ウ 

３ イ、ウ 

４ イ、エ、オ 

５ エ、オ 
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［№ 24］留置権に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。ただ

し、争いのあるものは判例の見解による。 

ア Ａが不動産をまずＢに売却し、その後Ｃにも売却した場合において、ＣがＢより先に登記

を備えたときは、Ｂは先に引渡しを受けていても所有権を取得することができず、Ａに対し

債務不履行による損害賠償を請求することができるだけであるが、その保全のために当該不

動産について留置権を主張することができる。 

イ 建物の売買契約の解除後に、買主が占有中の当該建物に必要費又は有益費を投じた場合、

買主は占有権原の不存在を知らなかったことについて過失があったとしても、公平の観点か

ら、費用償還請求権を保全するために当該建物について留置権を主張することができる。 

ウ 売主Ａと買主Ｂの不動産の売買契約において、Ｂが代金を支払わずに、当該不動産をＣに

転売した場合、Ｃからの引渡請求に対して、Ａは代金債権を保全するために当該不動産につ

いて留置権を主張することができる。 

エ 時計を盗取した者がその時計を修理した場合、盗取者は不法行為者ではあるが、費用償還

請求権を有するので、その保全のために当該時計について留置権を主張することができる。 

オ 建物の賃貸借契約が終了し、賃借人が造作買取請求権を行使して代金債権を取得した場合

において、賃貸人が代金を支払わないときは、賃借人は代金債権を保全するために当該建物

について留置権を主張することができる。 

１ ア 

２ ア、エ 

３ イ、エ 

４ ウ 

５ ウ、オ 

 

［№ 25］抵当権に関するア～エの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。ただ

し、争いのあるものは判例の見解による。 

ア 抵当権は民法で定められた約定担保物権であり、優先弁済的効力を有するが、抵当権設定

契約が結ばれたが登記されていない場合は、抵当権は当事者間では有効に成立するものの、

抵当権者は、ほかの債権者に対して優先弁済権を主張することはできない。 

イ 債務者Ａに対して、債権者Ｂ、Ｃ及びＤがおり、Ｄは無担保であるが、Ａ所有の不動産に

対して、Ｂが一番抵当権を、Ｃが二番抵当権を有している場合において、ＢがＤに抵当権を

譲渡し、その後に抵当権が実行されたときは、本来Ｂが受けるべき配当額が、ＢとＤの債権

額に比例して、両者にそれぞれ分配されることとなる。 

ウ 債務者Ａに対して、債権者Ｂ及びＣがおり、Ｃは無担保であるが、Ａ所有の不動産に対し

てＢが抵当権を有している場合において、ＡがＤに対して有する債権について、Ｂの物上代

位に基づく差押えとＣの差押えが競合したときの両者の優劣は、Ｂの申立てによる差押命令

のＤへの送達と、Ｃの申立てによる差押命令のＤへの送達の先後によって決せられる。 

エ 債務者Ａに対して有する債権について、債権者Ｂが、Ａ所有の甲不動産と物上保証人Ｃ所

有の乙不動産に対して第一順位の共同抵当権の設定を受けた後、別の債権者Ｄが、甲不動産

に対して第二順位の抵当権の設定を受けた場合において、Ｂが乙不動産のみについて抵当権
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を実行し、債権の満足を得たときは、Ｃの代位権はＤに優先し、Ｂが甲不動産に有した抵当

権について代位することができる。 

１ ア 

２ ア、エ 

３ イ、ウ 

４ イ、エ 

５ ウ 

 

［№ 26］債権の性質に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。 

ア 物権には絶対性があるが、債権には絶対性がなく、債務者に対する相対的権利なので、そ

もそも第三者には対抗することができない。したがって、債権には対抗要件は存在しない。 

イ 債権は、物権と異なり、原則として自由に譲渡することができない。したがって、債権を

譲渡するには、当初の債権者と債務者の間で特別の約定をしておく必要がある。 

ウ 債権は、物権と異なり、支配権ではないので、債務者が任意に履行しなかったとしても、

損害賠償請求権を有するだけで、裁判所に強制履行を請求することはできない。 

エ 物権には絶対性があるので、侵害されると不法行為が成立するが、債権には相対性がある

にすぎないので、第三者に侵害されても不法行為は成立しない。 

オ 物権には排他性があり、原則として一つの物について同一の内容の物権は一つしか成立し

ないが、債権には排他性がないので、同一の給付内容を目的とする複数の債権が成立し得る。 

１ ア、イ 

２ イ 

３ ウ、エ 

４ エ、オ 

５ オ 
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［№ 27］Ａ、Ｂ及びＣの３人がⅩに対して負担部分を平等とする 300 万円の連帯債務を負っていた事

例について、さらにア～オの事実が生じたときの帰結として、妥当なもののみをすべて挙げてい

るのはどれか。ただし、争いのあるものは判例の見解による。 

 なお、ア～オの記述は相互に関連しないものとする。 

ア ＡがＢ及びＣに対して事前の通知をせずに、Ⅹに対して 300 万円弁済したが、ＢがⅩに対

して 300 万円の債権を有していた場合、ＡはＢに対して 100 万円求償することができる。 

イ ＡがＢ及びＣに対して事前の通知をせずに、Ⅹに対して 300 万円弁済したが、事後の通知

もしなかった。その後、ＢもＡ及びＣに対して事前の通知をせずに、Ⅹに対して 300 万円弁

済した場合、Ａ及びＢは対等の立場に立ち、それぞれ 150 万円の部分で有効な弁済となるの

で、Ａ及びＢはＣに対してそれぞれ 50 万円求償することができる。 

ウ ＡがⅩに対して 60 万円弁済した場合、ＡはＢ及びＣに対してそれぞれ 20 万円求償するこ

とができる。 

エ ＸがＡに対して 150 万円の免除をした場合、Ａは 150 万円、Ｂ及びＣはそれぞれ 250 万円

の連帯債務を負うので、ＡがⅩに対して残額の 150 万円を弁済すると、ＡはＢ及びＣに対し

てそれぞれ 50 万円求償することができる。 

オ ＡがⅩに対して 300 万円弁済し、Ｂが無資力になった場合、ＡはＣに対して 150 万円求償

することができる。 

１ ア、イ 

２ ア、ウ 

３ ア、ウ、オ 

４ イ、エ 

５ ウ、エ、オ 

 

［№ 28］売買契約に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。た

だし、争いのあるものは判例の見解による。 

ア 他人の権利を売買契約の目的とした場合において、売主が当該権利を取得して買主に移転

することができないときは、買主は、売買契約の当時、当該権利が他人のものであることを

知っていたときでも、売買契約を解除することができる。 

イ 売買契約に買戻しの特約を付した場合において、その売買契約の売主は、買戻しの期間内

に買主が支払った代金及び契約の費用を提供しなければ、買戻しをすることができない。 

ウ 売買契約に買戻しの特約を付す場合には、必ず、買戻しの期間を定めなければならない。 

エ 売買契約が買主の債務不履行により解除された場合は、買主から手付が交付されていたと

しても、売主はその返還義務を負わない。 

オ 売買契約に際して買主から手付が交付されている場合は、買主が代金を直ちに支払えるよ

うに準備をして、売主に履行の催促をしたときでも、売主は、手付の倍額を償還して契約を

解除することができる。 

１ ア、イ 

２ ア、ウ 

３ イ、エ 
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４ ウ、オ 

５ エ、オ 

 

［№ 29］瑕疵担保責任について、次の２説があるとする。ア～オの記述のうち、「この説」がⅡ説を

指すものの組合せとして妥当なのはどれか。 

（Ⅰ説）瑕疵担保責任は、売買が有償契約であるという性質を有することにかんがみて、売主と

買主との間の不公平を調整するために、法律によって、債務不履行責任とは別の責任として、

特に売主に課した無過失責任である。 

（Ⅱ説）瑕疵担保責任は、売買における債務不履行責任の特則を定めたものであり、瑕疵担保責

任の規定のないところには一般原則である債務不履行責任の規定が適用される。 

ア この説によると、特定物を対象とした売買において、売主が瑕疵ある物を給付した場合に

その修補を求めることができるなど、もう一方の説に比べてより買主の期待にそった結果と

なりやすい。 

イ この説によると、民法第 570 条の「売買の目的物」は特定物に限定されることになりやす

い。 

ウ この説によると、売買契約の解除につき、特定物売買の場合には催告が不要な場合がある

が、不特定物売買の場合には原則として催告が必要となるのでバランスを欠くとの批判がさ

れやすい。 

エ この説によると、不特定物のみならず特定物を対象とした売買の目的物に瑕疵があった場

合にも、売主は買主に対して瑕疵のない物を引き渡す債務を負うことになりやすい。 

オ この説によると、悪意又は有過失等の帰責性を有しない売主の損害賠償の範囲は、信頼利

益の賠償に限定されることになりやすい。 

１ ア、ウ 

２ ア、エ 

３ イ、ウ 

４ イ、オ 

５ エ、オ 

（参考）民法 

（地上権等がある場合等における売主の担保責任） 

第 566 条 売買の目的物が地上権、永小作権、地役権、留置権又は質権の目的である場合において、買

主がこれを知らず、かつ、そのために契約をした目的を達することができないときは、買主は、契約

の解除をすることができる。この場合において、契約の解除をすることができないときは、損害賠償

の請求のみをすることができる。 

２ 前項の規定は、売買の目的である不動産のために存すると称した地役権が存しなかった場合及びそ

の不動産について登記をした賃貸借があった場合について準用する。 

３ 前２項の場合において、契約の解除又は損害賠償の請求は、買主が事実を知った時から１年以内に

しなければならない。 

（売主の暇庇担保責任） 



 20

第 570 条 売買の目的物に隠れた瑕疵があったときは、第 566 条の規定を準用する。ただし、強制競売

の場合は、この限りでない。 

 

［№ 31］所得のすべてをⅩ財とＹ財に支出する、ある消費者の効用関数が次のように与えられている。 

ｕ(ｘ、ｙ)＝ｘ(２＋ｙ) 

ここでｘはⅩ財の消費量、ｙはＹ財の消費量を表す。Ⅹ財の価格が８、Ｙ財の価格が４、貨幣

所得が 120 であるとき、この消費者の貨幣１単位当たりの限界効用はいくらか。 

 

１ ２ 

２ ４ 

３ ６ 

４ ８ 

５ 10 

 

［№ 32］ある財の市場を企業１と企業２が支配しており、市場全体の需要曲線と各企業の費用関数が

それぞれ次のように与えられている。 

ｄ＝40－ｐ 

ｃ1＝20ｘ1 

ｃ2＝24ｘ2 

ここでｄは需要量、ｐは価格、ｃ1は企業１の総費用、ｘ1は企業１の生産量、ｃ2は企業２の総

費用、ｘ2は企業２の生産量を表す。二つの企業が生産量を戦略として競争したとき、クールノー

均衡における価格はいくらか。 

１ 12 

２ 16 

３ 20 

４ 24 

５ 28 

 

［№ 33］ある独占企業は同一財について二つの市場で異なる価格を設定して販売している。この企業

が直面している市場１と市場２の需要曲線はそれぞれ 

ｄ1＝10－２ｐ1 （ｄ1：市場１の需要量、ｐ1：市場１の価格） 

ｄ2＝６－２ｐ2 （ｄ2：市場２の需要量、ｐ2：市場２の価格） 

である。また、この企業の費用関数は、 

ｃ＝
25

6
＋ｘ1＋ｘ2 （ｃ：総費用、ｘ1：市場１の供給量、ｘ2：市場２の供給量） 

である。 

 この企業が利潤最大化を行う場合における、市場１の需要の価格弾力性ｅ1 と市場２の需要の

価格弾力性ｅ2の組合せとして正しいのはどれか。 
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ｅ1  ｅ2 

１ 1.5  1.8 

２ 1.5  2.0 

３ 1.8  1.5 

４ 1.8  2.0 

５ 2.0  2.0 

 

［№ 34］ある財の供給曲線(ＳＳ)と需要曲線(ＤＤ)を表したＡ～Ｄの図のうち、クモの巣過程におい

て均衡が安定となるもののみをすべて挙げているのはどれか。 

 

１ Ａ、Ｂ 

２ Ａ、Ｂ、Ｄ 

３ Ａ、Ｃ 

４ Ｂ、Ｃ、Ｄ 

５ Ｃ、Ｄ 
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［№ 35］Ａ国の財Ⅹの需要曲線と供給曲線がそれぞれ次のように与えられている。 

ＤA＝200－２ＰA 

ＳA＝２ＰA－40 

 また、Ｂ国の財Ⅹの需要曲線と供給曲線がそれぞれ次のように与えられている。 

ＤB＝190－ＰB 

ＳB＝５ＰB－10 

 ここでＤA、ＳA、ＰAそれぞれＡ国の財Ⅹの需要量、供給量、価格を表し、ＤB、ＳB、ＰBはそれ

ぞれＢ国の財Ⅹの需要量、供給量、価格を表す。両国の間で自由貿易が行われるときの国際価格

はいくらか。 

 なお、輸送費などは無視し得るものとする。 

１ 32 

２ 36 

３ 40 

４ 44 

５ 48 

 

［№ 36］Ａ財、Ｂ財のみが生産されている経済を考える。この経済の基準年における名目ＧＤＰは 1200

であり、このうち半分はＡ財の生産によるものである。また、比較年における名目ＧＤＰは 40％

増加しているが、この名目ＧＤＰに占めるＡ財の割合は不変である。さらに、基準年と比較年と

の間において、Ａ財の価格は変化せず、Ｂ財の価格は 20％上昇している。基準年のＡ財とＢ財の

価格が共に１であるとき、比較年の実質ＧＤＰはいくらか。 

１ 1400 

２ 1470 

３ 1540 

４ 1610 

５ 1680 

 

［№ 37］ある国のマクロ経済が次のように示されている。 

Ｙ＝Ｃ＋Ｉ＋Ｇ＋Ｘ－Ｍ 

Ｃ＝0.6(Ｙ―Ｔ)＋30 

Ｉ＝20 

Ｇ＝20 

Ｔ＝0．1Ｙ 

Ｘ＝30 

Ｍ＝0.04Ｙ＋20 

（Ｙ：国民所得、Ｃ：消費、Ｉ：投資、Ｇ：政府支出、Ⅹ：輸出、Ｍ：輸入、Ｔ：税収） 

 この経済の完全雇用国民所得が 200 であるとき、デフレギャップはいくらか。また、政府支出

の増加によって完全雇用を達成するとき、その結果として財政収支はどうなるか。 
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１ デフレギャップは 10 である。また、財政赤字は 15 である。 

２ デフレギャップは 15 である。また、財政赤字は 15 である。 

３ デフレギャップは 15 である。また、財政赤字は 20 である。 

４ デフレギャップは 20 である。また、財政赤字は 15 である。 

５ デフレギャップは 20 である。また、財政赤字は 20 である。 

 

［№ 38］ある国のマクロ経済が次のように示されているとき、総需要曲線として正しいのはどれか。 

Ｙ＝Ｃ＋Ｉ＋Ｇ 

Ｃ＝0.6Ｙ＋40 

Ｉ＝50－５ｒ 

Ｇ＝20 

＝Ｌ 

Ｍ＝600 

Ｌ＝0.4Ｙ－10ｒ＋100 

Ｙ：国民所得、Ｃ：消費、Ｉ：投資、Ｇ：政府支出、ｒ：利子率、Ｍ：名目貨幣供給、 

Ｐ：物価水準、Ｌ：実質貨幣需要 

 

１ Ｐ＝  

２ Ｐ＝  

３ Ｐ＝  

４ Ｐ＝  

５ Ｐ＝  
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［№ 39］Ｍ.フリードマンの提唱した労働者錯覚モデルによる労働市場が図のように表されるとき、

ア～エの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。 

 なお、労働市場は点Ｅで当初均衡しているものとする。 

 

ア Ｐが上昇した場合において、労働者がこれを正しく予想していたとき、労働供給曲線も労

働需要曲線も変化しない。 

イ Ｐが上昇した場合において、労働者がこれに気付かないとき、労働供給曲線は右下方にシ

フトするが、労働需要曲線は変化しない。 

ウ 労働者の錯覚の程度が大きいほど、労働供給曲線のシフト幅は小さくなる。 

エ 長期では労働者の錯覚が解消されるため、完全雇用水準を上回る雇用水準が実現する。 

 

１ ア、イ 

２ ア、ウ 

３ イ、ウ 

４ イ、エ 

５ ウ、エ 

 

［№ 40］ある個人が、ライフサイクル仮説に従って消費と貯蓄の計画を立てるものとする。この個人

の稼得期間は 25 年間であり、この間は毎年 400 万円の所得がある一方、引退期間は 15 年間であ

り、この間は所得がない。また、この個人は稼得期１年目の当初に貯蓄を 800 万円有している。

この個人が生涯にわたって毎年同じ額の消費を行うとき、稼得期１年目の新規の貯蓄額はいくら

か。 

 なお、利子率は０であり、死後に財産を残さないものとする。 

１ 130 万円 

２ 150 万円 

３ 230 万円 

４ 250 万円 

５ 330 万円 
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［№ 41］我が国の財政制度に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ 暫定予算とは、本予算が年度開始までに成立しない場合に、国政の停滞を防ぐ目的で、政府

に対し前年度予算を執行することを許す応急措置であるが、第二次世界大戦後は本予算が年度

開始までに成立しなかった例がないため、この措置が用いられたことはない。 

２ 地方交付税は、税源の偏在に起因する地方公共団体間の財政力格差を調整し、財政力の弱い

自治体であってもナショナルミニマムとしての行政サービスを行うことができるよう、必要な

財源を保障する機能を有している。 

３ 2007 年３月に「特別会計に関する法律」が成立し、これにより年金特別会計が厚生保険特別

会計と国民年金特別会計に分離される等、2006 年度において 17 ある特別会計が、2011 年度ま

でに 31 会計に拡大される予定である。 

４ 国が行う契約に関し、我が国においては一般競争及び随意契約の二方式が認められている。

このうち、一般競争方式は能力及び信用面で不適格な者の参加を排除できないため、技術等の

能力を熟知した特定の者から相手方を選定する随意契約方式が原則とされている。 

５ 税制の役割の一つとして所得再分配機能が挙げられる。これは、好況期には税収が増加して

総需要を刺激する方向に作用し、不況期には逆に税収が減少して総需要を抑制する方向に作用

することにより、自動的に景気を安定させるものである。 

 

［№ 42］我が国の財政事情に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ 2007 年度一般会計当初予算の経済協力費が６年ぶりの増額となり、その内訳をみると、「国

際機関への出資・拠出等」が最も大きく、次いで「二国間無償資金協力」、「有償資金協力（円

借款）」、「二国間技術協力」の順となっている。 

２ 治安対策に関しては、依然として厳しい情勢にかんがみ、安全安心な社会の実現に向けた取

組がなされており、2007 年度一般会計当初予算においては、治安再生の基盤整備として、矯正

職員、入管職員、税関職員等の治安関係職員の増員に必要な経費を計上している。 

３ 国債費に関しては、債務残高の累増に伴い増加傾向にあったが、歳出・歳入一体改革の顕著

な進展や国債管理政策の適切な運営によって、2007 年度一般会計当初予算においては 30 兆円

程度の水準となっており、これは一般会計歳出総額の 25.3％に相当する。 

４ 財政投融資に関しては、郵政民営化に対応することを目的に 2001 年度から改革が行われて

きたが、2007 年 10 月の郵政民営化スタートをもって改革を終了することとしたため、2007 年

度財政投融資計画額は当初計画ベースで８年ぶりに増加に転じている。 

５ 税制改正に関し、2007 年度改正においては、現下の経済・財政状況を踏まえ、あるべき税制

の構築に向け、証券税制の軽減税率の適用期限打切りや、減価償却制度について償却可能限度

額（取得価額の 95％）を創設する等の見直しを行った。 
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［№ 43］我が国の経済事情に関するＡ～Ｄの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはど

れか。 

Ａ 労働生産性の推移をみると、2000 年代は 1990 年代と比べて平均伸び率が低下している。

2000 年代の労働生産性の伸び率のうち、約９割が全要素生産性(ＴＦＰ)の伸び率の寄与によ

るものであり、資本装備率上昇の寄与は約１割となっている。 

Ｂ 法人企業統計季報によると、1990 年代において、労働分配率は上昇傾向にあったが、有形

固定資産利潤率(資本の限界生産性)は低下した。しかし、2000 年代に入ると、一人当たりの

人件費の減少などにより労働分配率が低下する一方で、有形固定資産利潤率は上昇傾向にあ

る。 

Ｃ 女性の労働力率については、一般的に、20 歳代半ばと 60 歳代半ばという二つのピークを

持つ、いわゆるＭ字カーブが措かれる。2006 年のＭ字カ－ブを 2000 年と比べると、25～34

歳におけるＭ字カーブの「窪み」は深くなっている。 

Ｄ 所得再分配調査によると、所得再分配による所得格差是正の効果は 1990 年以降、小さく

なっている。内訳では社会保障に比べて税による再分配効果の方が大きく寄与しており、こ

れはアメリカ合衆国でも同様である。 

１ Ａ、Ｂ 

２ Ａ、Ｃ、Ｄ 

３ Ａ、Ｄ 

４ Ｂ 

５ Ｃ 

 

［№ 44］我が国の経済事情に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ 我が国の経済について、2002 年から景気が回復し、2005 年半ばの踊り場的な状況を脱した

後、2006 年、2007 年においても景気回復が持続している。今回の長期化する景気回復の特徴

としては、公的需要の実質ＧＤＰ成長率への寄与度が最も大きくなっている点が挙げられる。 

２ 法人企業統計年報によると、2002 年から 2005 年にかけて、大企業の収益が回復する中で、

配当が増加する一方、役員報酬や従業員給与は減少している。また、高収益企業に比べて低収

益企業ほど、従業員給与の抑制を行っていることから、人件費増加率に比べて配当増加率が高

い傾向がある。 

３ 労働市場をみると、雇用者数は 2005 年度、2006 年度と増加した。また、完全失業率は、2003

年初には５％台半ばであったが、2006 年半ばには４％近辺まで低下し、2007 年には一時３％

台後半まで改善した。 

４ 物価を取り巻く環境をみると、2000 年以降のＧＤＰギャップは悪化傾向にあり、単位労働費

用も名目賃金の上昇等により前年比で上昇している。また、2006 年８月の基準改定後の消費者

物価指数(生鮮食品を除く総合)の前年比伸び率は 2007 年２月には原油価格の反落の影響から

マイナスに転じた。 

５ 2008 年１月１日時点の地価公示によると、地価は 1990 年以降、住宅地、商業地ともに全国

平均で下落を続けている。しかし、2007 年の新設住宅着工総戸数をみると、低水準の金利動向

や建築基準法の規制緩和などを受けて、前年比で約 20％の増加となっている。 
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［№ 45］国際経済に関するＡ～Ｄの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。 

Ａ 世界貿易機関(ＷＴＯ)は、特定の国・地域間の経済連携協定(ＥＰＡ)の締結を促進する機

関である。2001 年に開始されたドーハ・ラウンドにおける交渉の結果、2007 年には日本と

韓国の間でＥＰＡが発効した。 

Ｂ アジア太平洋経済協力(ＡＰＥＣ)は、アジア太平洋地域の主要国・地域が参加するフォー

ラムである。2007 年９月にシドニーで行われた首脳会議では、気候変動とエネルギー安全保

障等について議論された。 

Ｃ 国際通貨基金(ＩＭＦ)は、国際復興開発銀行の下部組織であり、為替の安定等を目的とす

る機関である。2007 年にサブプライム住宅ローン問題が発生した際には、損失額は数億ドル

規模にとどまるとの見通しを示し、同年中に問題の収束を宣言した。 

Ｄ 経済協力開発機構(ＯＥＣＤ)は、国際経済全般について協議する機関であり、2007 年末現

在、30 か国が加盟している。2006 年度国民経済計算確報によると、2006 年の我が国の一人

当たり名目ＧＤＰは、ＯＥＣＤ加盟国中第 18 位である。 

１ Ａ 

２ Ａ、Ｃ 

３ Ｂ、Ｃ 

４ Ｂ、Ｄ 

５ Ｄ 

 

［№ 46］経営組織に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ J.G.マーチと H.A.サイモンの組織均衡論によれば、組織のステークホルダー(利害関係者)

は株主と従業員の二者に限られ、両者のパワーの均衡によって組織が成立している。株主のパ

ワーが強くなりすぎると、企業の利益はすべて配当に回されて設備投資が全く行われなくなる。 

２ コンティンジェンシー理論は、環境のタイプと組織のタイプとの適合関係を重視する。T.

バーンズと G.M.ストーカーの研究によれば、技術変化が速い環境下では有機的組織(水平的に

協働関係が発展した柔軟な組織)よりも機械的組織(いわゆるピラミッド型の官僚制組織)が有

効である。 

３ A.D.チャンドラーは、デュポン社やゼネラル・モーターズ社の事例から、多角化が進むと組

織形態が事業部制組織から職能別組織に移行する傾向があることを見いだした。事業部制組織

では事業部長は全社的利益よりも自分の事業部の利益を優先しがちであり、多角化が進むほど

その弊害が大きくなるためである。 

４ 組織文化は、組織の構成員に共有された価値や信念、習慣的な行動などで構成されている。

E.H.シャインによれば、その発展段階は、創設と初期段階、発達段階、成熟段階の三つに区分

される。創設と初期段階においては、創業者の個性が組織文化に強く反映する。 

５ ネットワーク組織とは、各下部組織の内部メンバーが職人気質の強固なネットワークによっ

て結び付いた組織である。各ネットワークは伝統的なヒエラルキー型の組織以上に固定的かつ

排他的なので、これに柔軟性を持たせることが経営者の課題となる。 
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［№ 47］企業の競争戦略に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ M.E.ポーターは、外的環境の脅威を五つの要因により分析する手法としてファイブ・フォー

ス・モデルを提唱したが、その分析の枠組みは同じ業界に属する既存の企業との敵対関係に特

化されていた。 

２ コスト・リーダーシップ戦略は、規模の経済や経験曲線効果により競合他社よりも低コスト

を実現することで、競争優位性を確立するものである。この戦略により競合他社よりも大きな

利益を得ることや市場占有率の維持・拡大が可能になる。 

３ ブランドカを有するメーカーによる製品やサービスに関する差別化戦略については、固定客

の増加や企業イメージの高まりなどのメリットがある一方で、流通業者との取引において不利

になったり、事業を多角化することが困難になるなどのデメリットがある。 

４ 集中化の戦略は年齢や所得階層などによって細分化された特定の市場をねらい撃ちする方

針であり、特定の市場において圧倒的なシェアを獲得できる反面、当該製品のコストが高くな

り差別化も困難になるという特徴を有する。 

５ 企業は拡大化戦略だけでは売上高などの目標が達成できない場合、多角化戦略をとるときが

ある。しかし、企業が、既存の分野と比較的近い市場において多角化戦略をとったときは、拡

大化戦略よりも大きな利益を期待できるものの既存の製品や市場とのシナジー効果は見込め

ない。 

 

［№ 48］経営者の意思決定に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ H.A.サイモンは、経済学の完全合理的な人間モデルを批判して限定合理性モデルを提唱した。

人間は認知能力が限定されているので、最適な選択肢を見付けようとしても必ずしも実現でき

ない。そこで、意思決定ルールとしては最適化ではなく満足化基準が用いられるのである。 

２ 意思決定のゴミ箱モデルでは、意思決定者は選択機会に対して、問題、エネルギー、解の順

番に、あたかもゴミ箱にゴミを投げ入れるように投げ込む。そして、一般的には数学の問題を

解くように論理必然的に意思決定が行われる。 

３ 経営者の機会主義的な意思決定とは、情報の非対称性を利用して、限られた情報の中から新

しいビジネスの機会を見いだして、他社に先んじてそれを手にすることである。このようにし

て市場に差異をもたらすのが経営者の役割の一つである。 

４ 経営者の意思決定には埋没コストの錯誤が影響することがある。すなわち、人件費やリース

費用などを可変的なコストではなく固定的なコストと認識して、コストを削減しようとする努

力を怠ってしまうのである。 

５ 人間は意思決定において一般にリスク回避的な傾向がある。すなわち、不確実な利得が得ら

れる複数の選択肢があって、得られる利得の期待値がどれも等しければ、その中で利得の分散

が最大の選択肢を選ぶ。このようなリスク回避的な人間の効用関数では、利得の限界効用は負

となる。 
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［№ 49］製品ライフサイクルに関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ 導入期には、競争者が多数存在する上に、売上高も少ないが、平均より所得水準の高い「イ

ノベーター」が主要な顧客となるため、多くの場合に利益を確保できる。この段階では、企業

は市場シェアの最大化を目的として、浸透価格戦略をとる。 

２ 成長期には、デファクト・スタンダードの獲得を目指した激しい規格競争が行われるため、

売上高が急成長するものの、利益は導入期より減少する。この段階では、企業はブランド・ロ

イヤルティの確立を目的として、コストに基づいた価格戦略をとる。 

３ 成熟期におけるリーダー企業は、他の成功企業の戦略を模倣することを基本方針とする。早

期に模倣を完了するため、市場ターゲットを特定市場セグメントに限定した上で、顧客のブラ

ンド・スイッチを促すため、モデルチェンジなどの計画的陳腐化により需要を刺激する戦略を

とる。 

４ 成熟期におけるニッチャー企業は、他企業の取りこぼした市場内のすべての需要に対応する

ことを基本方針とする。すべての顧客を市場ターゲットとし、リーダー企業やチャレンジャー

企業との差別化を図るため、ニッチ市場における規模の経済効果をいかした低価格化戦略をと

る。 

５ 衰退期には競争者数、売上高、利益が減少する。この段階では、企業は支出削減とブランド

収穫を目的として、製品の種類を削減して価格を切り下げるとともに、販売促進費を可能な限

り削減する戦略をとる。 

 

［№ 50］我が国の労働事情に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ 労働分配率とは、生産活動によって得られた付加価値のうち、労働者がどれだけ受け取った

のかを示す指標であり、一般的には、国民所得に占める雇用者報酬の比率が用いられる。労働

分配率は不況期に上昇し好況期に低下する傾向がある。 

２ 裁量労働制とは、業務の遂行方法が大幅に労働者の裁量にゆだねられる一定の業務に携わる

労働者について、労働者自身の申告によって実労働時間を計算し、それに基づいて賃金を支払

う制度である。この対象となっているのは主に請負労働者である。 

３ 近年広がりがみられる、いわゆる業績・成果主義的賃金制度は、従業員の学歴・年齢・勤続

年数などの外形的な要素と世帯の状況に基づいて賃金を決定する制度である。学歴や年齢が高

く勤続年数が長い労働者ほど能力が高く、業績や成果も優れているという相関関係がその前提

となっている。 

４ バブル経済崩壊後しばらくの間、我が国の経済は低調であったといわれるが、実際は 1994

年から 2005 年の間に、名目ＧＤＰは 15％ほど拡大した。この間に非正規雇用者数は約３割増

加し、同時に正規雇用者数も約１割増加したが、これは主に女性の雇用が増えたことによる。 

５ 正規雇用者と非正規雇用者の年収には大きな格差があるが、それは労働時間の違いによる部

分が大きい。2005 年の時間当たり所定内給与額について、男性の一般労働者とパートタイム労

働者を比較すると、前者を 100 としたとき後者は 85 程度の割合である。 
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［№ 51］国際政治の歴史と概念に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ 1648 年、三十年戦争の終結に当たって結ばれたウェストファリア条約は、それまでの絶対王

政という形態をとる「主権国家」同士の国際関係から、ナショナリズムに基づく「国民国家

（nation－states）」同士の国際関係への変化を画するものとして歴史的意義を有する。 

２ 1814～15 年、ナポレオン戦争後の講和処理に当たったウィーン会議では、ヨーロッパ大陸を

支配するような帝国（覇権国家）の台頭を防ぐことを主眼として、「力の均衡（balance of 

power）」原則を掲げた。他方、このウィーン体制下で、ヨーロッパ各国における革命運動は積

極的に推進された。 

３ 第一次世界大戦の経験から、「力の均衡」では平和は維持できないと考えたアメリカ合衆国

の W.ウィルソン大統領は、「集団的安全保障（collective security）」の概念を重視して、戦

後の国際連盟作りで主導的役割を果たした。しかし彼は、国際連盟が有効な軍事的制裁措置を

講じられるよう「国際軍」を作るべきであるとのフランス提案に対しては反対した。 

４ 第二次世界大戦後間もなくすると、米ソ両大国は核兵器による軍事的均衡を図り「核抑止

（nuclear deterrence）」戦略をとったため、どのような核兵器の削減や撤廃の合意にも至る

ことが不可能になった。ソ連が崩壊した後、ようやく米ロ間で中距離核戦力(INF)全廃条約が

締結されることになる。 

５ 冷戦終結後、ある国の国内で生じる大規模な人権侵害行為を止める目的で、他の諸国が「人

道的介入（humanitarian intervention）」に踏み込む事例が増えた。しかし、ソマリア、ルワ

ンダなどでの「人道的介入」は、ウェストファリア条約以降確立した内政不干渉の原則に反す

るものとして、国際連合安全保障理事会決議で非難された。 

 

［№ 52］国際連合安全保障理事会(以下「国連安保理」という。)に関する次の記述のうち、妥当なの

はどれか。 

１ 国連安保理の常任理事国の持つ「拒否権」が及ぶ範囲について、1945 年２月のヤルタ会談で

は米英ソ首脳が激しく対立したため、一切の合意には至らなかった。しかし、同年４月から行

われたサンフランシスコ会議において三国の対立が解消されたため、手続事項についても「拒

否権」が及ぶとする現行の制度の導入が正式に決定された。 

２ 常任理事国の英国は、第二次世界大戦中の日本軍による捕虜の虐待に抗議する立場から、

1952 年と 1955 年に合計４回、日本の国際連合加盟の決議案に対して「拒否権」を行使した。

しかし、我が国が英国に対し大規模な賠償支払いを約束したために、英国は賛成に回り、1956

年 12 月、ようやく我が国の国際連合加盟は実現した。 

３ 1990 年から 1991 年までの間、常任理事国のソ連は崩壊の危機に直面しており、国連安保理

を欠席せざるを得なかった。このような状況下、1990 年８月のイラクによるクウェート侵攻に

対して、1991 年１月には「多国籍軍」が対イラク武力行使に踏み切った。これは 1990 年 11 月

の国連安保理決議 678 号に基づく行動だったが、その決議採択はソ連の欠席という特殊な状況

下でこそ可能だったとされている。 

４ 国連安保理では、これまで 200 件以上の決議案が「拒否権」によって成立しなかったといわ

れる。最も多く「拒否権」を行使した常任理事国はソ連だが、それに次ぐのはアメリカ合衆国

である。アメリカ合衆国が「拒否権」を行使した案件としては、パレスチナ問題や南アフリカ
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制裁問題などが挙げられる。 

５ 2006 年 7 月、弾道ミサイルを発射した北朝鮮を非難する国連安保理決議 1695 号が全会一致

で採択された。その３か月後の同年 10 月、北朝鮮による核実験実施の宣言を受けて、常任理

事国のアメリカ合衆国や非常任理事国の日本は制裁措置を盛り込んだ決議案を提出したが、慎

重姿勢をとるロシアや中国が「拒否権」を行使して採択されなかった。 

 

［№ 53］国際機構に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ 1946 年に国際連合原子力委員会でアメリカ合衆国代表 B.バルークは、原子力兵器の独占的

研究や各国における原子力活動の査察などの、超国家的な権限を持つ国際原子力開発機関

（IADA）を設置するという提案を行った。ソ連は、この提案が核兵器の拡散を防止する有効な

提案であるとの立場から強力に支持し、アメリカ合衆国政府もＩＡＤＡ設立条約に調印したも

のの、アメリカ議会上院がＩＡＤＡの超国家性を嫌って条約批准を拒否した。 

２ 1948 年のハバナ会議で、54 か国が国際貿易機関(ＩＴＯ)憲章に合意した。ＩＴＯは、アメ

リカ合衆国と英国が中心となって自由主義に基づく貿易の拡大のための国際機構として設立

したもので、同時期に成立した関税と貿易に関する一般協定(ＧＡＴＴ)とともに、対ソ経済ブ

ロックとしての役割を果たした。冷戦終結後、ＩＴＯは世界貿易機関(ＷＴＯ)へと発展的に解

消した。 

３ 1982 年、第三次国際連合海洋法会議は、排他的経済水域(ＥＥＺ)、漁業生物資源の保存と利

用、大陸棚、深海底開発など様々な分野を包括する国連海洋法条約(注)を採択した。この条約

採択を、受けて、領海や 200 カイリＥＥＺなどを除く公海を国際的に管理するための国際海洋

機構(ＩＳＯ)が設立されたが、深海底開発を規制する国際機構は設立されなかった。 

４ 1992 年にブトロス・ガリ国際連合事務総長は「平和への課題」報告書を発表し、「平和構築」

活動の重要性を強調して、従来の平和維持活動(ＰＫＯ)部隊よりも重武装の「平和執行部隊」

を作るという提案を行った。この部隊は 1995 年に創設された平和構築委員会(ＰＢＣ)に所属

して事務総長の指揮下で行動するものとされ、東ティモールなどで活動した。 

５ 1980 年代に英米が国際連合教育科学文化機関(ＵＮＥＳＣＯ)から脱退すると、世界銀行、国

際連合開発計画(ＵＮＤＰ)、国際連合児童基金(ＵＮＩＣＥＦ)なども教育開発をリードするよ

うになる。国際識字年の 1990 年には、ＵＮＥＳＣＯを初めとするこれらの国際機構がタイの

ジョムティエンで「万人のための教育世界会議」を共催して、初等教育などの基礎教育の完全

普及を国際的な目標として設定した。 

 

（注）正式名称は、「海洋法に関する国際連合条約」。 
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［№ 54］地域機構に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ 米州機構(ＯＡＳ)は、1948 年に採択された「米州機構憲章」に基づき、アメリカ合衆国及び

中南米諸国 20 か国を原加盟国として発足した。同年に発効した平和的解決のための米州条約

及び米州相互援助条約は、それぞれ本機構長よる紛争の平和的解決などを詳細に規定しており、

本機構は国連憲章第 52 条の「地域的機関」としての地位を有すると同時に、米州相互援助条

約を運用するための地域機構としての性格を持つといえる。 

２ 北大西洋条約機構(ＮＡＴＯ)は、1949 年４月にワシントンで署名された条約に基づいて設置

され、同条約第５条では国連憲章第 51 条が定める集団的自衛権を行使できることを規定して

いる。しかし、冷戦終結後の現在も、第５条の集団的自衛権は一度も発動されたことがない。

2001 年 10 月からアフガニスタンのタリバーンに対して米英などが武力行使に踏み切ったが、

この軍事作戦も国際連合安全保障理事会決議の採択を待って始められたものである。 

３ 1950 年６月の朝鮮戦争勃発など冷戦の激化を受けて、西ドイツの再軍備が求められるように

なると、フランスは西ドイツの再軍備を歓迎しつつアメリカ合衆国の影響力を排除する目的か

ら、フランスの国民議会の支持の下、欧州主導で西ドイツの再軍備を支援する欧州防衛共同体

(ＥＤＣ)の創設を推進した。一方、アメリカ合衆国はフランスに対抗して西ドイツのＮＡＴＯ

加盟を通じた再軍備を強く押し進めたため、フランスはＥＤＣ創設を断念せざるを得なくなっ

た。 

４ 1957 年３月にローマで署名された欧州経済共同体(ＥＥＣ)設立条約は、農業、漁業、通商な

ど様々な政策領域で統合を実現した。それから 50 年経った 2007 年３月、欧州連合(ＥＵ)加盟

諸国は、リスボンで共通外交・安全保障・防衛政策の樹立をうたい、ＥＵ大統領やＥＵ外相な

どのポストを設けて「連邦国家」のような統合体へと発展を遂げることを掲げた欧州憲法条約

に、政治合意した。 

５ 東アジア地域では、1997 年 12 月以降、東アジア諸国連合(ＡＳＥＡＮ)と日中韓３か国によ

るＡＳＥＡＮ＋３の協力枠組が制度化されてきた。しかし、ＡＳＥＡＮ＋３を活用した東アジ

ア地域協力は、ＡＳＥＡＮ各国首脳が日中韓首脳と定期的な会合を重ねる程度にとどまり、大

臣レベルの協議は実現していない。ましてや日中韓では３か国独自の首脳会合すら開かれてい

ない。 

 

［№ 55］我が国の外交及び国際協力の最近の動向に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

１ 平成４(1992)年に制定された政府開発援助(ＯＤＡ)大綱は、その後の国際情勢の変化などに

より、平成 15(2003)年に改定された。改定前の大綱では、「ＯＤＡを通じた国際貢献は我が国

の安全と繁栄を確保するもの」として国益重視の観点が目的として明確に掲げられていたが、

改定後の大綱では、国益にとらわれることなく、持続的成長、地球的規模課題への取組など、

近年国際社会で重視されてきた点を重点分野としている。 

２ アフリカ開発会議(ＴＩＣＡＤ)は、我が国が国際連合や世界銀行などと共同で開催する、ア

フリカの開発をテーマとする国際会議であり、平成５(1993)年以降の数回にわたり開催されて

いる。ＴＩＣＡＤプロセスにおいて、我が国は「平和の定着」「経済成長を通じた貧困の削減」

及び「人間中心の開発」を三本柱として、それに基づきアフリカへの支援を行っている。 

３ 我が国のＯＤＡの特徴として、平成 15(2003)年及び平成 16(2004)年の開発援助委員会(ＤＡ
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Ｃ)諸国におけるＯＤＡ実績の対国民総所得(ＧＮＩ)比が、アメリカ合衆国に次ぐ第２位の高

さとなっている一方、同時期のグラント・エレメント(G.E.：援助条件の緩やかさを示す指標)

の平均値は約 88.2％にとどまっており、ＤＡＣ諸国中、最低水準となっている。 

４ 平成 16(2004)年の第 59 回国際連合総会の場で安全保障理事会常任理事国入りを目指すこと

を表明した我が国は、同じく常任理事国入りを目指す他の諸国とＧ４を桔成した。Ｇ４はアフ

リカ連合(AU)と協調し、安全保障理事会改革に関するＧ４・ＡＵ合同決議案を、提出したもの

の、常任理事国の拡大に頑強に反対する国もあって合意が得られず、この決議案は第 59 回総

会会期終了と同時に廃案となった。 

５ 京都議定書において、我が国は 2008 年から 2012 年の目標期間中に温室効果ガスを基準年度

と比較して６％削減することが規定されている。しかし、この数値目標の達成が容易ではない

ことから、我が国は現行の排出量取引制度に加え、他国との共同プロジェクトにより生じた削

減量を当事国間でやり取りする制度の構築を求めている。 

 

［№ 56］社会学的な思考法に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。 

１ E.デュルケームは、客観的に存在する「社会的事実」をあたかも物のように観察し考察する

ことが社会学の役割とする立場を批判し、宗教的な集合意識や自殺現象などの主観的側面を重

視した研究を行った。 

２ M.ウェーバーは、物質的な利害のみによって個人や集団の社会的な行為を説明する視点に対

して、歴史や社会における宗教的、価値的な役割を重視する視点を打ち出し、これを「理念型」

的方法と呼んだ。 

３ R.K.マートンは、社会の壮大な抽象理論を目指す傾向を批判して、一般理論と具体的な事例

の経験的な研究との橋渡しを行って、双方の発展を促すことを目的とした「中範囲の理論」を

提唱した。 

４ T.パーソンズの提唱した「創発特性」とは、社会システムが新しい環境の変動に適応する中

で、社会の均衡状態が一時的に崩れた後、新たな均衡状態に回復する過程で出現してくる構造

的特徴を意味する。 

５ エスノメソドロジーとは、主に民族現象を対象にフィールドワークを積み重ね、他民族との

比較分析を行った上で各民族のもつ自民族中心の視点を相対化するなど、その民族の社会を制

約する文化的コードを解明する研究方法である。 
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［№ 57］社会的不平等に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。 

１ K.マルクスは、資本主義社会が、生産手段を私的に所有する「資本家階級」とそれをもたず

労働力のみを商品として売り渡す「労働者階級」の二つに人々を分裂させ、産業資本の高度化

と労働者の窮乏化が進む中で、多数の労働者が団結する条件が生じると考えた。 

２ P.ブルデューのいう「文化資本」とは、金融・不動産の所有ではなく、絵画・骨董品などの

文化的な財の所有とその投機的な価値の増大によって経済的な格差が拡大するメカニズムに

着目した、現代の高度消費社会における階層を分析するための概念である。 

３ C.W.ミルズのいう「パワー・エリート論」とは、現代のアメリカ合衆国において、大企業組

織、政治機構、マス・メディアの主領域で実権を握る少数のエリートが、相互に結び付いて政

治的な決定において大きな影響力をもっている問題を指摘した議論である。 

４ 「地位の非一貫性」とは、社会階層の移動によって、子どもが親に比して社会的に高い階層

に上昇したことにより、出身背景と子どもの獲得した社会的な地位との間に一貫性が失われ、

アイデンティティの揺らぎが生じることを指摘した議論である。 

５ 「相対的剥奪
はくだつ

」とは、男性による女性への権利侵害、白人による黒人への搾取など、対照的

な社会集団の間で、一方が他方から不当に権利や価値を奪われていると感じる社会的な意識を

指摘した議論である。 

 

［№ 58］社会変動に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。 

１ A.コントは、三段階の法則によって、人類の社会が軍事的段階、商業的段階、産業的段階を

経て、暴力や投機的な暴利といった非合理的な要素に依存した状態から、計画的な産業の発展

を中心とした合理的な状態へと進むことを予測した。 

２ E.デュルケームは、近代社会に向かっての変動を、人々が様々な側面で親密に協力し合う「有

機的連帯」から、人々が機能的な役割を明確に分担しながら共通目的を追求していく「機械的

連帯」への変化として理解した。 

３ M.ウェーバーは、長期的趨勢
すうせい

として合理的官僚制がこれとは異なる社会組織を圧倒して社会

全般に浸透し、この結果として社会の効率化が推し進められ、社会の実質的な合理性も高めら

れていくことを予想した。 

４ T.パーソンズは、行為者による選択のパターンを示す「型の(パターン)変数」を用いて、近

代化により、本人の出自・家系などの属性的要因よりも、本人の能力や努力の結果としての業

績的要因が重視されるようになる傾向を指摘した。 

５ D.ベルは、製造業などの財の生産を中心とする工業社会に代わり、知識やサービスの生産を

中心とする「脱工業社会」が到来することによって、製造業が空洞化し、社会諸階級のイデオ

ロギー対立が激しくなることを予想した。 
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［№ 59］都市に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。 

１ H.ホイトは、多くの都市の都市利用の型は、単一の中心の周辺に作られるものではなく、歴

史的に発達したいくつかの核を中心として作られるとする扇形理論を唱え、都市の発展につれ

て大きい都市ほど核が大きくなると指摘した。 

２ L.ワースは、人口規模の大きさ、高密度、社会的同質性の高さを都市の特性としてとらえ、

都市に典型的にみられる生活様式をアーバニズムと規定したが、その特徴として、地域的分化、

職場と住居の接近、人口の停滞などを挙げた。 

３ E.W.バージェスは、同心円地帯理論を唱え、都市は中心業務地区から放射状に発展し、遷移

地帯、労働者居住地帯、中流階級居住地帯、通勤者居住地帯と同心円をなし、棲み分けの構造

をもっていることを論じた。 

４ インナーシティ問題とは、大都市の中心市街地における再開発事業により、人口の都心回帰

など都市の再活性がもたらされる一方で、地価の高騰や周辺地域との経済格差の拡大など負の

側面を併せもつことを指す。 

５ 都市のスプロール現象とは、都市中心市街地の人口が減少し郊外の人口が増加する人口移動

現象を指す。我が国においては高度経済成長期からみられるようになり、特に東京、大阪、名

古屋の三大都市圏において顕著である。 

 

［№ 60］メディアに関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。 

１ W.リップマンは、人間が自分の頭の中に抱いている環境のイメージを擬似環境と呼んだが、

マス・メディアの発達によって、擬似環境に対する人々の依存度は減少していくと論じた。 

２ P.F.ラザーズフェルドは、マス・メディアの影響は無媒介・直接的に受け手に及ぶため、オ

ピニオンリーダーを媒介としたパーソナルコミュニケーションの影響は減少していくと論じ

た。 

３ M.マクルーハンは、電子メディアの発達により、遠隔地にいる人間を間近に感じられるよう

な同時的なコミュニケーションが地球規模で広がることを予測し、これを地球村と名付けた。 

４ 皮下注射的効果とは、メディアからの大量の情報に接触する人々が、受動的に情報を吸収す

るだけで満足して、次第に社会的行動への能動的エネルギーを喪失していく状態を指す。 

５ 議題設定機能とは、受け手がマス・メディアのメッセージに対して、受け手自らの考えや態

度に整合した情報は受容するが矛盾するものは拒否するなど選択的に反応することを指す。 
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［№ 61］知覚の恒常性の現象の例に関する記述として、最も妥当なのはどれか。 

１ 観察者から直線的に５ｍ先の位置にいる人が 10ｍ先に移動した場合に、観察者にはその人が

５ｍ先にいたときの大きさの２分の１よりも大きく知覚される現象。 

２ 真っ暗闇で小さな光点を見つめている際に、それが静止しているにもかかわらず、観察者に

は運動しているように知覚される現象。 

３ 両端に矢羽根をつけた長さの等しい２本の線分について、観察者には矢羽根が内側を向いて

いる線分よりも外側を向いている線分の方が長いと知覚される現象。 

４ 重量が等しいが、体積が異なる２種類のおもりの重さの比較をする際、比較する者には体積

の大きいおもりの方がより軽いと知覚される現象。 

５ 紙幣や硬貨の大きさを判断する場合に、判断する者がより価値が高いと思っている貨幣ほど、

大きく知覚される現象。 

 

［№ 62］学習過程に関する記述として、最も妥当なのはどれか。 

１ プログラム学習は、レスポンデント条件づけの原理を学習に応用したものである。プログラ

ム学習の基本的原理には、スモール・ステップの原理、積極的反応の原理、即時フィードバッ

クの原理、学習者ペースの原理などがある。 

２ モデリングとは、自分の行動を他者にモデルとして示すことが強化となり、自分自身の行動

変容が生じるとする学習過程である。このモデリングは、人間の学習を理解する上では重要で

あるが、他者が存在しない状況ではこうした強化が得られないため匡学習は成立しないとされ

ている。 

３ 全習法は、休憩を挟まずに課題を一定の時間連続して学習する方法である。これに対して分

習法は、休憩を挟みながら学習する方法である。一般に、学習材料が比較的容易な場合や疲労

が生じにくい場合には全習法が有効であるとされている。 

４ 知識は、宣言的知識と手続き的知識の２種類に大別されることがある。このうち宣言的知識

とは、「地球はほぼ球の形をしている」といった事実についての知識であり、手続き的知識と

は、「自転車の乗り方」といった方法についての知識である。 

５ 問題解決の手続きの方法は、アルゴリズムとヒューリスティックの２種類に大別されること

がある。このうちアルゴリズムとは、経験などに基づいて直感的に処理を行う過程であり、

ヒューリスティックとは、理詰めに解いていけば必ず正解に達するという手続きに従う過程で

ある。 

 

［№ 63］感情(情動)の諸説に関する記述として、最も妥当なのはどれか。 

１ W.ジェームズや C.ラングは、「悲しいから泣く」という言葉で表現されるように、感情経験

が生じた後に感情誘発刺激を知覚することにより、表情筋や内臓活動、血圧等に表れる生理

的・身体的変化が生じるとする、感情の末梢説を提唱した。 

２ W.B.キャノンや P.バードは、生体が特定の刺激状況にさらされて視床下部が活性化し、その

興奮の情報が身体の骨格筋や自律神経系に送られて生理的・身体的反応が生じ、同時に大脳皮

質にも送られて感情経験が生じるとする、感情の中枢説を提唱した。 

３ M.B.アーノルドは、感情の生起に必ずしも認知が先行する必要はないという考えに基づき、
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顔面筋の活動によって生じる顔の表情の変化が顔面及び脳内血管系の温度に作用し、特定の感

情を喚起するとする、感情血流理論を提唱した。 

４ R.S.ラザルスは、感情体験に至る過程を、刺激の中性的確認である知覚、刺激の自動的な価

値判断である評価、感情、感情に随伴する生理的・身体的変化パターンである表出、そして行

動の５過程からなる連鎖ととらえる、感情の力動説を提唱した。 

５ R.B.ザイアンスは、感情を、知覚する環境に対して人が有益か有害かという認知的評価に基

づいて、その環境に対処するために生体を準備し、起動させるものであるとし、感情の生起に

関して認知的過程が不可欠であるとする、感情の対処説を提唱した。 

 

［№ 64］各種心理療法の創始者の考え方に関する記述として、最も妥当なのはどれか。 

１ 精神分析の創始者である S.フロイトは、人間の自我状態を、快楽原則を保持する「子ども（C）」

の自我状態と、快楽原則を現実との間で調停する「大人(A)」の自我状態と、しつけの役割を

果たす「親(P)」の自我状態に大別し、それらの力動的関係によって自我の機能を説明した。 

２ 分析心理学の創始者である C.G.ユングは、無意識の中に、個人を超えた普遍的無意識を想定

し、これを「アニマ」といい、この「アニマ」の象徴を「アニムス」と呼んだ。そして、性に

関する意識的態度を補う男性の異性像を「元型」、女性の異性像を「影」とした。 

３ ロゴテラピーの創始者である V.E.フランクルは、人間について、「快への意革」や「カへの

意志」が満たされても、最終的にはどれほど自分の人生に意味を与え得るのかという「意味へ

の意志」が満たされない限り、真に満足することはないと考えた。 

４ クライエント中心療法の創始者である C.R.ロジャーズは、各個人の抱える問題を短期間で解

決することを重視し、そのためには各個人が抱える問題の中心である葛藤
かっとう

に焦点を合わせて、

自律性を尊重し、社会適応を目指して積極的に介入することが重要であると考えた。 

５ 論理療法の創始者である A.エリスは、各個人のもつ信念を「理性的信念」と「非理性的信念」

に大別し、この「理性的信念」に基づいて生じる感情と行動は悲観的で否定的であり、精神的

健康の達成のためには「非理性的信念」へと修正することが重要であると考えた。 
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［№ 65］次は、ある実験の概要とその結果である。この実験結果の解釈に関する記述として、最も妥

当なのはどれか。 

 お互いに知らない者同士である８人の学生を集めて「コ」の字型に着席させた後、２枚のカー

ドを見せた。一方のカードには標準刺激となる１本の線分が措かれている。もう一方のカ－ドに

は、比較刺激となるそれぞれ長さの異なる３本の線分が措かれている。被験者である学生たちに

は、この標準刺激である線分と同じ長さの線分を、比較刺激である 3本の線分から選んでもらっ

た。被験者は、実験者の左側にいる人から時計回りに順番に口頭で回答していった。 

実は、この実験では、本当の被験者は７番目に回答を要求される人のみで、他の７人の被験者

は、どのように回答するかをあらかじめ実験者と打ち合わせていたサクラであった。このような

線分判断は、線分の長さを少しずつ変えながら、18 回行われた。このうち 12 回は、７人のサク

ラが全員とも同じ誤った回答を行う試行であった。被験者の誤答は７人のサクラ全員が同じ誤っ

た回答をすることがない統制条件では１％に満たないほど、課題は簡単なものであったが、７人

のサクラが全員とも同じ誤った回答をする実験条件では、多数のサクラの判断と同じ判断をした

結果の誤答は、50 人の被験者に行った全判断のうちの 32％に達した。 

１ 集団の中での少数派が頑固であったり独断的であったり傲慢
ごうまん

であったりするような様子を

見せずに一貫した見解を与える場合に、少数派の考えに多数派の考えを動かすことができると

いう、少数派の影響（minority influence）が生じたと考えられる。 

２ 意思決定者たちが凝集性の高い集団を作ったり、集団が外界の影響から孤立したりしている

状況下で、集団合意を得るために個人の反対意見を抑制するように集団内の成員を仕向けると

いう、集団思考（groupthink）が生じたと考えられる。 

３ 特定の役割につく人々には、行動に関する期待が定められており、こうした状況下では、行

動はその役割につく人の個人的な性格よりも特定の役割の期待の方に依存するという、制度規

範(institutional norms)の影響が生じたと考えられる。 

４ 権威のある人物から命令や要請を受けたときに、個人が自分自身を他者の要求を遂行する代

理人とみなす状態力が生じ他者の要求が自分の意思に反したものであってもそれに従った行

動を行い、その責任を他者に転嫁するという、服従(obedience)行動が生じたと考えられる。 

５ 集団には、それに所属する成員を一致へと向かわせようとする斉一性への圧力が存在し、こ

の社会的圧力のために個人の意見や行動が、ある特定の意見や行動に収斂
しゅうれん

するように変化する

という、同調(conformity)行動が生じたと考えられる。 
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［№ 66］道徳教育に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。 

１ ヨーロッパにおける道徳教育に最大の影響を及ぼしたのはプラトンである。その著書『政治

学』の中で、道徳教育とはよい習慣を植え付けることだと主張した。そして、習慣付けは特に

幼年時代が重要であるとした。この考えは現在でもヨーロッパの道徳教育の根底となっている。 

２ 日本の道徳教育は、「教育勅語」で規定されたことから始まった。道徳を教える教科を「修

身」と呼び、教科の最初に位置付けられ最も重要視された。当時の教科書では、S.スマイルズ

の本を福沢諭吉が訳した『西国立志編』が代表的なもので欧米の影響を強く受けた内容となっ

ていた。 

３ 第二次世界大戦後の日本での道徳教育の歴史的変化は、1950 年代後半に小・中学校で「道徳

の時間」が特設されたことである。それまでは学校教育全体を通して行われていたのであるが、

特設された時間によって道徳教育が行われるようになり、『学習指導要領 道徳編』が示され

た。 

４ J.ピアジェは人間のもっている道徳性の発達について研究し、「ハインツのジレンマ」によっ

て、規則の実践と意識について普遍的な３水準６段階の道徳性発達段階が想定されることを明

らかにした。この６段階は、時代や文化・民族などを越えて当てはまるものと考えられた。 

５ 道徳教育を座学にとどめるだけでなく、実際の行動に導く教育も必要だとの主張がなされた。

そのための授業理論として、「価値の明確化」の道徳授業をフランスの L.コールバーグが提唱

した。この授業で用いる指導方法は、モラル・ディスカッションである。 

 

［№ 67］「かくれたカリキュラム」(hidden curriculum)に関する記述Ａ～Ｄのうち、妥当なもののみ

を挙げているのはどれか。 

Ａ 児童生徒は、学校生活を成立・維持させるための様々な規則や決まりごとによってルール

を守る態度を身に付けていき、その過程で、教師から叱られないようにする術も身に付けて

いく。児童生徒へのこのような影響が「かくれたカリキュラム」である。 

Ｂ 児童生徒は、教師から優しく接してもらうことにより、好意的な対人的態度のみを自分の

中に取り入れていき、模倣するようになっていく。児童生徒へのこのような良い影響が「か

くれたカリキュラム」である。 

Ｃ 「かくれたカリキュラム」は、教育過程では表面化しにくい価値や規範に関する暗黙の社

会化システムである。そのため、「社会階層」、「ジェンダー」、「人種」、「学校文化」などが

そのテーマとして問題視される。 

Ｄ 「かくれたカリキュラム」は、教育過程では表面化しにくい価値や規範に関する暗黙の社

会化システムである。そのため、教室における空間配置の変化など物的環境による影響は視

覚的にとらえることが可能であるため、「かくれたカリキュラム」としては問題視されない。 

１ Ａ、Ｃ 

２ Ａ、Ｄ 

３ Ｂ、Ｃ 

４ Ｂ、Ｄ 

５ Ｃ、Ｄ 
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［№ 68］「学校評価」に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。 

１ 学校選択制度は、文部省(当時)から「通学区域制度の弾力的運用について」の通知(1997 年)

が出されたことから始まった。これにより、従来は制度上不可能であった公立の小・中学校の

学校選択が、特定の地域の居住者のみに自由に認められるようになった。 

２ 学校評議員制度は、「学校教育法施行規則」の改正(2000 年)によって成立した制度である。

学校評議員の設置はすべての学校の義務とされた。また、当該学校の教職員と在籍児童生徒の

保護者も評議員として選び任命するよう教育委員会に義務付けられている。 

３ 教員人事評価制度は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正(2001 年)によっ

て成立した制度である。この法改正によって、教員は勤務状況が学校評議員によって評価され、

５年ごとの研修の義務が課せられる、いわゆる「教員免許更新制度」が採用された。 

４ 学校評価制度は、保護者や地域住民に対する学校の説明責任と運営改善を目指して「小学校

設置基準」、「中学校設置基準」の制定(2002 年)等によって初めて法令上に創設されたものであ

る。そこでは、その評価の実施と公表は努力義務として規定され、自己点検を行うこととされ

た。 

５ 学校運営協議会制度は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正(2004 年)で成

立した制度である。この協議会の設置はすべての学校の義務とされた。また、当該学校の在籍

児童生徒の保護者を委員として選び任命するよう校長に義務付けられている。 

 

［№ 69］生涯学習施設に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。 

１ 公民館は、社会教育法に定められている施設である。町村民の社会教育の拠点として第二次

世界大戦後に設置されたもので、地域住民の学習活動の場を提供することから集会施設に位置

付けられている。市町村又は民法第 34 条でいう法人のみが設置することができる。 

２ 博物館は、博物館法に定められている施設である。法的な位置付けから登録博物館・博物館

相当施設・博物館類似施設という三つの種類に分けられるが、その目的と役割は同じである。

そのため、どの種類の博物館においても専門的職員の学芸員を置くことが義務付けられている。 

３ 図書館は、図書館法に定められている施設である。図書館法での図書館には、国立図書館・

公立図書館・私立図書館(法人等の設置)・学校図書館が含まれる。目的が図書・資料などを収

集して一般利用を図ることとされているため、すべての図書館に入館料無料の原則が適用され

る。 

４ 生涯学習センターは、生涯学習振興法に定められている施設である。生涯学習政策の推進と

地域社会の都市化・拡大化に伴って、公民館を国と都道府県が設置できるようにして広域対応

型にして名称を変えたものである。したがって、その機能は、市町村立の公民館と同じである。 

５ 青年の家は、社会教育法に定められている施設である。すべての施設は国が設置し文部省(当

時)が管理する施設であったが、近年の行政改革により独立行政法人化と都道府県への移管が

なされた。18 歳以上の青年対象の施設のため、小・中学生や高校生は利用できない。 
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［№ 70］B.S.ブルームによる教育評価の類型に関する記述ア、イ、ウと、それに該当する評価の名称

の組合せとして、最も妥当なのはどれか。 

ア 単元学習の指導の途上で指導の軌道修正をしたり、確認したりする評価活動である。児童

生徒がどの内容に関してどこまで目標を達成しており、指導内容のどのような点について軌

道修正が必要であるかなどの評価情報を得ることができる。 

イ 学習指導場面において実際の指導に先立って、児童生徒の状況、実態を把握し、最適の指

導方法等を準備するために行われる評価活動である。この評価を目的としたテストの例とし

ては、大学の新入生に対する語学のクラス分けのためのプレースメント・テストがある。 

ウ 単元終了時、学期末、学年末という比較的長期間にどれだけの教育成果が得られたか、ど

れだけ習得目標が達成されたかという点を明らかにするための評価活動である。教育実践や

教育活動を全体として反省的に把握することができる。 

    ア     イ     ウ 

１ 診断的評価 総括的評価 到達度評価 

２ 診断的評価 到達度評価 形成的評価 

３ 診断的評価 形成的評価 総括的評価 

４ 形成的評価 総括的評価 診断的評価 

５ 形成的評価 診断的評価 総括的評価 
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Ⅱ種行政 専門試験 正答番号 

 

問題№ 正答 問題№ 正答 問題№ 正答 問題№ 正答 

1 1 41 2 21 3 61 1 

2 4 42 2 22 3 62 4 

3 2 43 4 23 1 63 2 

4 5 44 3 24 4 64 3 

5 3 45 4 25 2 65 5 

6 2 46 4 26 5 66 3 

7 3 47 2 27 5 67 1 

8 5 48 1 28 1 68 4 

9 1 49 5 29 2 69 1 

10 4 50 1 30 4 70 5 

11 1 51 3 31 1 71 4 

12 2 52 4 32 5 72 5 

13 3 53 5 33 2 73 5 

14 5 54 1 34 4 74 2 

15 4 55 2 35 4 75 2 

16 1 56 3 36 3 76 1 

17 4 57 1 37 5 77 1 

18 5 58 4 38 3 78 4 

19 2 59 3 39 1 79 3 

20 3 60 3 40 1 80 3 

 


